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第 1 章 序 論 

1.1 研究の背景 

(1) 日本の公害の歴史 

1955 年頃から積極的な産業基盤整備のための公共投資や民間設備投資が行わ

れ、臨海地帯にコンビナート等の建設が始まった。一方、戦前からの工業地帯で

ある川崎、尼崎、北九州等でも大規模な発電所やコンビナート等が新たに建設さ

れ、急速な環境の悪化をもたらした。 

こうした深刻な環境汚染は、人の健康にまで被害を及ぼし、1950 年代から 1960

年代にかけて、工場廃水に含まれていた有機水銀による「水俣病」（熊本県水俣

市）や「新潟水俣病」（新潟県阿賀野川流域）、鉱山の廃水に含まれていたカド

ミウムによる「イタイイタイ病」（富山県神通川流域）、工場の煙突から排出さ

れた硫黄酸化物等による「四日市ぜんそく」（三重県四日市）の発生を招いた。

その後、公害対策を求める世論や社会的関心の高さに応じて、1967 年には「公害

対策基本法」が成立した。1970 年には臨時国会（公害国会）が開かれ、公害対策

基本法の改正案をはじめとする公害関係の 14 法案が可決成立し、公害問題に関す

る法令の抜本的な整備が行われた 1)。 

大気汚染については、環境基準の設定や汚染物質の排出規制により、固定発生

源による大気汚染は大幅に改善された。一方で、1970 年代後半には、移動発生源、

すなわち自動車から排出される大気汚染物質により都市部、特に幹線道路沿道の

大気環境は悪化し、大阪（西淀川）、川崎、尼崎、名古屋、東京、広島で公害裁

判が起こされた。これらの裁判の多くは、原告(住民)と被告（国や道路管理者）

の間で和解がなされたが、大気環境の改善が強く求められている。例えば、西淀

川公害裁判では、原告(住民)と被告（国や道路管理者）の間で結ばれた和解条項

（1998 年）の中で、大気汚染対策として「光触媒をモデル的にガ－ドレ－ル・遮

音壁等に塗布し、窒素酸化物等の大気汚染物質の分解」及び、環境監視として「微

細粒子状物質については適切な測定方法を検討し、測定デ－タの解析手法等を見

極めた上で本件対象道路沿道においてその状況把握に着手」が求められている。

また、東京公害裁判の和解条項（2007 年）においても「自動車排出ガスによる大

気汚染が特に著しく、重点的な対策を実施することが必要な地点について、効果

的な局地汚染対策の検討」及び「PM2.5 のモニタリングの実施」が求められている

2)～4)。 

自動車による大気汚染対策については、1963 年から自動車の排出ガス規制が開
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始され、現在に至るまで強化されてきた。また、自動車から排出される窒素酸化

物による大気汚染が著しい地域を対象として、「自動車から排出される窒素酸化

物の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」（以下「自動車 NOX 法」

という。）が 1992 年に公布された。さらに、2001 年、粒子状物質の削減を図るた

めに、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総

量の削減等に関する特別措置法」（以下「自動車 NOX・PM 法」という。）が成立し

た 5)。 

 

(2) 都市部の幹線道路の交差点近傍の NO2 濃度 

自動車 NOX・PM 法の取り組みにより、自動車排出ガス測定局（以下「自排局」と

いう。）においても環境基準達成局は年々増えてきており、2014 年度（平成 26 年

度）の自動車 NOx・PM 法の対象地域内の NO2 濃度 6）については、自排局 216 局中

214 局（99.1％）で環境基準（１時間値の１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm まで

のゾーン内又はそれ以下であること）が達成されている。非達成局は、東京都大

田区の環七通り松原橋局（日平均値の年間 98％値：0.063ppm）及び川崎市川崎区

の池上新田公園前局（同 0.061ppm）であり、いずれも都市部の幹線道路の交差点

近傍に設置された自排局である。また、同じく都市部の幹線道路の交差点近傍の

東京都世田谷区の玉川通り上馬局（0.059ppm）、東京都板橋区の中山道大和町局

（同 0.058ppm）及び大阪市東成区の今里交差点局（0.058ppm）では、依然として

環境基準のゾーンの下限（0.04ppm）を大幅に超え、環境基準のゾーンの上限

（0.06ppm）に近い大気汚染濃度が観測されている。しかし、環境省の統計に含ま

れていない測定局、例えば、東京の湾岸地区に設置された大井中央陸橋下交差点

局（東京都品川区が管理）では、2014 年度（平成 26 年度）においても、環境基準

を大幅に超える NO2 濃度（同 0.070ppm）7)が観測されている（写真 1.1.1 参照）。 

2011 年 3 月に自動車 NOx・PM 法が改正され、その中で「2020 年度までに対策地

域において二酸化窒素(NO2)及び浮遊粒子状物質(SPM)に係る環境基準を確保する

こと。」が規定され、自排局に限定せず、すべての沿道での環境基準の達成が求

められている 5)。 
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写真 1.1.1 大井中央陸橋下交差点局近傍の幹線道路と沿道に立地する 

 中高層の住宅(写真の幹線道路は首都高速１号羽田線) 
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 (3) 都市部の交差点近傍の浮遊粒子（PM）濃度 

大気中の浮遊粒子については、我が国では粒径 10μm 以下の粒子を浮遊粒子状

物質（SPM、空気動力学的粒径 10μm 以上の粒子を 100％カット）、粒径 2.5μm 以

下の粒子を微小粒子状物質（PM2.5、空気動力学的粒径 2.5μm 以上の粒子を 50％カ

ット）と定義し、SPM は 1973 年、PM2.5 は 2009 年にそれぞれ環境基準が定められ

た。自動車 NOx・PM 法の対象地域内の SPM 濃度 6）については、2014 年度（平成 26

年度）、自排局 208 局のうちすべての局（100％）で環境基準を達成している。し

かし、PM2.5 については、自排局 196 局のうち長期基準（15μ/m3）及び短期基準（35

μ/m3）の両方を満たした環境基準達成局は 88 局（44.4％）であり、特に都市部の

沿道で環境基準の達成率は極めて低い。中央環境審議会 8)は、「現状では発生源に

自動車がどの程度寄与しているのか不明確であるため、早急な測定体制の整備や

成分分析を実施し、それらのデータを活用して発生源の把握や生成機構の解明等

を進める必要がある。」としている。 

 

(4) 都市部の大気中の水銀(Hg)濃度 

国際連合環境計画 (UNEP)は、大気中水銀の実態把握が国際的に重要な課題であ

るとして、2013 年 1 月にジュネーブ(スイス)で開催された政府間交渉委員会第 5

回会合（INC5）において国際的な水銀条約に関する条文案が合意された。2013 年

10 月に熊本市及び水俣市で開催された「水銀に関する水俣条約外交会議」におい

て包括的な水銀抑制が討論され、「水銀に関する水俣条約」が決定 9)され、本条約

は 2017 年 8 月 16 日に発効した。 

日本における水銀の大気中への放出量は、環境省によると 19～24t/年と推定 10）

されている。自動車については、燃料のガソリンや軽油から水銀が大気中に放出

されており、平成 22 年度ベースで 0.07 t/年と推計 10)されている。環境省は、1998

年度(平成 10 年度)から大気中の水銀濃度を調査しており、過去 10 年（2005～2014

年）の水銀濃度は概ね 0.0015～0.0025μg/m3 の範囲 11)で推移している。大気中の

水銀の環境基準は設定されていないが、指針値（年平均値：0.04μg/m3 以下）が

設定されており、調査結果はすべて指針値以下となっている。しかし、沿道の調

査地点は 32 地点あるものの、都市部の幹線道路での測定は非常に少なく、幹線道

路の道路交差点近傍の実態は不明である。 
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1.2 幹線道路の交差点における局地汚染対策 

(1) 沿道の大気汚染対策の現状 

 自動車の排出ガス規制（単体規制）の効果により、沿道の大気汚染濃度は現状

傾向にあるが、都市部の幹線道路、特に交差点近傍においては、NO2 及び PM2.5 の

環境基準を超える濃度が観測されている。 

幹線道路の沿道の大気汚染対策、特に交差点近傍を対象とした局地汚染対策に

ついては、環境省や道路管理者等で検討されてきた。例えば、2006 年（平成 18 年）、

中央環境審議会の自動車排出ガス総合対策小委員会（第 10 回）12)では、局地汚染

対策実施に当たっての課題が討議されている。これによると「局地汚染対策は、

道路交差点に適応されるメニューだけでは効果が少なく、都市構造・交通の円滑

化といった対策と合わせて実施すべきである。しかし、都市計画、土地利用や広

域的な交通ネットワークにかかわる中長期的な課題があるため、非常に短期的な

対応が求められている箇所に対して、「大気中の汚染物質を除去する」という局地

汚染対策を進めるべきである。」としている。また、2012 年(平成 24 年)の中央環

境審議会の答申 8)によると、「自動車の排出ガス規制（単体規制）が実施されても、大

気の数値シミュレーションを実施した 17 万地点のうち、交差点近傍で NO2 の環境基準

値を超過する地点が 2020 年度時点で 135 地点残る。」と予測されており、都市部の幹

線道路の交差点近傍を対象として効果的な NO2 の大気汚染対策が求められている。 

PM2.5 は、様々な起源をもつ複雑な混合物で、無機成分及び有機成分などから構

成されている。そのため、PM2.5 を総合的に実態把握することは難しく、効果的な

環境改善対策を取りにくい現状にある。環境省は、微小粒子状物質対策を推進す

るには、微小粒子状物質やその前駆物質の大気中の挙動等に関する知見が十分で

はないことから、「効果的な微小粒子状物質対策の検討のため、粒子状物質の二次

生成機構を含む微小粒子状物質及びその前駆物質の大気中の挙動等の科学的知見

の収集を始めた 13)。平成 23 年 7 月に「微小粒子状物質（PM2.5）の成分分析ガイ

ドライン」13)をとりまとめ、常時監視局において測定を開始した。調査地点は 2014

年（平成 26 年）で 180 地点であり、そのうち、道路沿道での調査は 39 地点であ

る 14)が、自動車の排出ガスによる影響が大きい都市部の幹線道路の交差点近傍で

の測定は実施されていない。 
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 (2) 局地汚染対策の技術 

局地汚染対策メニュー15)は、①自動車単体からの排出量を低減する、② 大気中

の汚染物質を除去する、③交通量の集中化を回避する、④風の流れを利用し汚染

物質の拡散を促す、に分類される。また、独立行政法人環境再生保全機構の環境

改善調査研究レポート 16)では、上記メニューに加えて、道路構造対策を挙げてい

る。具体のメニューとしては、車線数削減、交差点改良(右・左折専用レーンの設

置・滞留車線長の延伸)、交差点の立体化（高架化・地下化）がある。 

以上のメニューを整理すると、局地汚染対策に資すると考えられるメニューは、

表 1.2.1 に示すとおりとなる。なお、表中の「高活性炭素繊維を用いた沿道排ガ

ス削減技術」15) 16)は、新技術として、2006 年当時には注目されていた技術である

が、室内実験が行われている段階であった。 

 

表 1.2.1 局地汚染対策に資すると考えられるメニュー 

対策メニュー 具体策 

自動車単体からの 
排出量を低減する 

排出ガス低減に向けた運行 

大気中の汚染物質
を除去する 

土壌を用いた大気浄化施設の稼動 

電気集塵システムによる大気浄化装置 

高活性炭素繊維を用いた沿道排ガス削減技術 

杉間伐材チップを用いた沿道排ガス削減技術 

光触媒を用いた大気浄化 

樹木の大気浄化能力を利用した大気浄化 

交通量の集中化を
回避する 

バイパスの整備などによる道路のネットワーク化 

共同集配 

公共交通機関活用へのシフト 

ロードプライシング 

高速道路の利用促進 

風の流れを利用し
汚染物質の拡散を
促す 

オープンスペースの確保 

換気施設の設置(高架道路橋脚にジェットファンの設置) 

道路構造対策 

車線数削減 

交差点改良(右左折専用レーンの設置・滞留車線長の延伸) 

交差点立体化（高架化・地下化） 

 

道路構造対策については土地の買収を伴う場合が多く、都市部の道路交差点で

の適応は難しいため、「大気中の汚染物質を除去する対策」として、一般的に採用
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されている技術は、光触媒、土壌脱硝である 17)～19)。海外 20)～24)では、光触媒によ

る大気汚染対策が実施されているが、その他の技術に関する施工例は確認できな

い。 

光触媒は、塗料を遮音壁、ガードレール等に塗布するため施工が容易で、都市

部の幹線道路に大気汚染対策として本格的に採用 17)されたのは、2001 年（平成 13

年）年の国道 43 号であるが、その NOx の浄化効果は小さい。土壌脱硝の技術は、

2002 年（平成 14 年）年に国道 43 号の沿道に施工されたが、その技術は都市部の

交差点で設置可能な場所は少なく、維持管理費が非常に高額であるため、今まで

の施工実績 25)は、9 例(トンネル部分での施工２例を含む)のみとなっている。 

 

1.3 本研究の目的 

自動車の排出ガス規制や自動車 NOx・PM 法の効果により、沿道の大気汚染濃度

は減少傾向にある。しかし、都市部の幹線道路、特に道路交差点近傍においては、

NO2 及び PM2.5 の環境基準を超える濃度が観測されている。そのため、非常に短期

的な対応が求められている箇所に対して、大気中の汚染物質を除去するという局

地汚染対策が必要であり、NO2 については、光触媒、土壌脱硝という技術が適応さ

れてきた。一方、PM2.5 は、様々な起源をもつ複雑な混合物で、無機成分及び有機

成分などから構成されている。そのため、発生源解析として、レセプターモデル

を用い、道路粉じん・排気ガス起因の粒子の比率等の推定 26)が試みられているが、

交差点近傍と後背地との粒子構成等の差に着眼した比率ではないため、交差点を

走行する自動車による影響を考察することは難しく、幹線道路の交差点を対象と

した効果的な環境改善対策を取りにくい現状にある。 

PM2.5 の発生メカニズム 27)は図 1.3.1 に示すとおりであり、紫外線によって NOX

からオゾンが生成され、さらに二次生成物質として PM2.5 となる。そのため、道路

交差点での NOX の削減対策は PM2.5 対策でもあるが、一方、NO はオゾン（O3）と

反応し NO2 と O2 になるため、オゾンを減少させる効果(タイトレーション効果)

がある。この NO の減少により O3 濃度が増え、VOC を前駆物質とする二次粒子が生

成されることが知られている 28)。 

以上のように、NOX 及び PM2.5 濃度は密接に関係しており、幹線の交差点での大

気汚染対策は、この２つの物質を対象として、総合的に実施されなければならな

い。 
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図 1.3.1 PM2.5 の発生メカニズム 27) 

 

本研究の目的は、以下の 3 点である。 

①   NOX を除去する対策として、幹線道路の交差点近傍の道路敷地内で適応でき、

施工後の維持管理費が高額にならない技術・方法を確立させることである。 

② PM2.5 については、今後、効果的な環境改善対策が検討できるように、道路交

差点における大気粒子の特徴を把握する必要があるため、新しい視点として街

路樹の葉に付着した粒子の形態観察と大気中の浮遊粒子の化学成分とを調査

し、大気粒子の特徴を把握することである。 

②   水銀に関する水俣条約をきっかけに大気中の水銀濃度が注目されているが、

幹線道路の交差点での観測例がないため、大気粒子の特徴を把握するための調

査と同じ道路交差点を対象に、電源がない箇所でもサンプリングが可能な新し

い方法(パッシブ法) 29)を用いて、その手法を評価することである。 
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1.4 本論文の構成 

本論文は以下に示す６章から構成されている。 

第１章 序 論 

第２章 高活性炭素繊維(ACF)による局地汚染対策の研究 

第３章 道路交差点における大気粒子の化学成分と形態の特徴 

第４章 道路交差点における街路樹の葉の元素分布と付着粒子の形態 

第５章 パッシブサンプラー法によるガス状元素状水銀濃度の測定 

第６章 結 論 

 

各章の概要は、以下のとおりである。 

第１章では、「研究の背景」(1.1 節)、「道路交差点における局地汚染対策の現

状」(1.2 節)、「本研究の目的」(1.3 節)及び「本論文の構成」(1.4 節)を整理し、

本研究の位置づけを明確にした。 

第２章では、NO2 の局地汚染対策の新技術として ACF(Activated Carbon Fiber：

高活性炭素繊維)に着目し、環境基準を大幅に超過する国道 43 号の市岡元町３丁

目交差点（大阪市港区）への適応を目的として ACF 収納装置（ACF ユニット）の開

発研究を行い、市岡元町３丁目交差点での対策工事実施前後の大気環境調査結果

からその対策効果について述べた。 

第３章では、大阪市の中心市街地の道路交差点（今里交差点局）とその近傍（国

設大阪局）で大気中浮遊粒子を捕集し、粒子の成分組成とエネルギー分散型 X 線

付 き 走査 型電 子 顕 微 鏡 （ SEM-EDX： Scanning Electron Microscope - Energy 

Dispersive X-ray Spectroscop）による粒子形態の分析を行い、道路交差点にお

ける大気中の浮遊粒子の特徴を述べた。 

第４章では、大阪市の中心市街地における今里交差点の街路樹とその背後地で

ある城南公園の植栽樹を対象に、葉表面に付着した粒子の形態的分析結果と、マ

イクロ PIXE（Particle Induced X-ray Emission, 粒子線励起 X 線）分析装置を用

いた葉の元素組成及びその分布（元素マップ）の分析結果から、道路交差点にお

ける大気中浮遊粒子の特徴を述べ、街路樹の葉に付着した粒子成分を用いたバイ

オモニターの可能性を示した。 

第５章では、八幡平（岩手県、森林地域）、土浦（茨城県、東京の郊外の幹線

道路沿道）、川崎（神奈川県、京浜工業地帯の幹線道路沿道と一般地域）、大阪
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（大阪府、都市部の幹線道路沿道と一般地域）においてガス状元素状水銀（GEM 濃

度）を測定し、都市地域等と森林地域での GEM 濃度の違いを考察した。測定はパ

ッシブサンプラー（水銀の吸着材として金でコーティングされた石英フィルター

を充填）による方法を基本としたが、アクティブサンプラー（加熱気化－金アマ

ルガム－冷原子吸光法）による測定も実施し、これらの測定値を比較することに

より、パッシブサンプラーの有効性についても評価した。 

第６章では、本研究で得られた知見を総括し、今後の展望を述べた。 
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第２章 高活性炭素繊維(ACF)による局地汚染対策の研究 

 

2.1 緒 言 

大気汚染の元凶の一つである道路沿道における局地汚染に関しては、地域住民

と道路管理者との法廷闘争が行われている。1978 年(昭和 53 年)に提訴された大阪

市域の西淀川公害裁判では 1998 年(平成 10 年)に和解となったが、その和解条項

の中で、道路管理者に対して「国道 43 号沿道の大気環境を改善させるための施策

として光触媒等による大気汚染対策」1)を求められた。また、1996 年（平成 8 年）

に提訴された東京都の東京公害裁判では、西淀川公害裁判と同様に 2007 年（平成

19 年）に和解となったが、国道、都道、首都高速道路の沿道において「大気環境

が著しい箇所に対する局地汚染対策の検討」が要求された 2)。 

このように、公害訴訟の和解条件には局地汚染対策が含まれており、その手法

の一つとして、窒素酸化物（NOx）の除去に効果的な光触媒や土壌脱硝の技術が一

般的に用いられていた 3)4)5)6)が、光触媒は浄化能力が低く 7)8)、土壌脱硝の場合は

交差点近傍に設置するスペースが必要 7)9)であり、高額な維持管理費が問題となっ

ていた。このため、光触媒や土壌脱硝の技術に代わる技術として、高い浄化性能

を有する高活性炭素繊維（ACF ：Activated Carbon Fiber )が注目 10)された。 

2005～2006 年（平成 17 年～18 年）時点の ACF を用いた空気浄化試験は、ガラ

ス管内に ACF を充填させて排気ガスを通す室内実験や地下駐車場での実験が主で

あり 11)、幹線道路での適応知見は見当たらない。そのため、幹線道路の沿道で ACF

を適応するには、ACF を素材として収納する ACF ユニットを浄化性能・施工性を含

めて研究開発する必要性が叫ばれるようになった。なお、日本における大気汚染

対策技術として、幹線道路沿道でのフィールド実験もしくは施工実績がある技術

は、土壌脱硝、換気設備 7)及び光触媒であり、特に土壌脱硝及び光触媒は、公共工

事等における新技術活用システム NETIS 12）に登録されている技術である。 

一方、欧米では光触媒を用いた大気浄化システムの研究が実証実験として行わ

れている 13)～17)。実証実験は、コンクリート舗装面や舗装ブロックに光触媒塗料を

塗布する例が多く、その効果は日本でのフィールド実験結果と同程度となってい

る 13)14)。日本では、幹線道路の沿道での光触媒塗料の塗布は、遮音壁やガードレ

ールを対象とすることが多い。 

そこで、ACF による大気浄化の実用化を目指して、本研究では筆者らが開発した

ACF ユニットの室内・屋外での除去性能評価を行い、西淀川公害裁判の対象区間に



 14

含まれている国道 43 号沿道の大阪市港区市岡元町３丁目交差点において、局地汚

染対策効果の実証試験を行った。本研究の主眼は、局地汚染対策としての ACF の

有効性を評価することにある。 

 

2.2 ACF ユニット 

ACF の原料は、石炭系ピッチ（PITCH）や PAN（Polyacrylonitrile：ポリアクリ

ロニトリル）などを加熱溶融して紡糸した繊維であり、不活性ガス中で熱処理し、

繊維内にもともと含まれている含酸素官能基及び窒素官能基の数を調整すること

により、窒素酸化物（NOx）の浄化性能を高めている。ACF と粒状活性炭の外観は

写真 2.2.1 に、繊維の粒径や細孔構造等は表 2.2.1 に示すとおりであり、活性炭

に比べて ACF 繊維表面には非常に細かい孔（ミクロポア）が形成されている 25)。 

 

活性炭素繊維
Activated Carbon Fibers (ACF)

粒状活性炭
Granular Activated Carbon (GAC)  

写真 2.2.1 活性炭素繊維(ACF)及び粒状活性炭(GAC)の比較 

 

表 2.2.1 ACF 及び GAC(粒状活性炭)の構造比較 

 ACF GAC 

粒 径 10 ～ 20  m 1 ～ 3 mm  

有効表面積

(m2/g) 
700 ～ 2000 900 ～ 1200 

孔（ミクロポ

ア）の径 Pore 

(nm) 

2.0 以下 2.0 ～ 50 

 
孔（ミクロポ

ア）の構造  

繊維表面　　ミクロポア繊維表面　　ミクロポア

 

 粒子表面

ミクロポア

メソポア

粒子表面

ミクロポア

メソポア

 

Surface of  

Surface of granular 

Micro-Po
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ACF の浄化機能は吸着と触媒機能であるが、前者については、微細孔が繊維表面

に形成されているため、ガスの吸着速度が速く、後者については、酸素（O）及び

窒素（N）の官能基により、適度な疎水性と酸化作用を促す触媒機能を有し、以下

の反応が起こっているものと考えられている 19) 20)。 

 

 

 

下原ら 11)は、図 2.2.1 に示す繊維状 ACF と板状スリット構造 ACF について、浄

化性能の比較検証を行っている。板状スリット構造については、スリット幅を 15mm

として実験を行っている。両構造ともに、NO2 については同程度の浄化性能が確認

されていたが、NO の浄化性能は両構造とも高くなかった。浄化性能を高めるため

の改良については、繊維状 ACF は通風性の問題(圧力損失が高くるため)があるの

で難しいが、板状スリット構造については、スリット幅を狭めることにより、特

に NO の浄化率が格段に高くなる可能性がありと述べている。 

筆者は、下原ら 11)の研究結果に基づいて、ACF ユニットの構造は、板状スリッ

ト構造としたが、最適な ACF フェルト厚さ、スリット幅についての知見がなかっ

たため、屋外試験（大阪市西淀川出来島地区で実施する試験施工）用として、フ

ェルト長（ACF ユニットの奥行き）20cm、フェルト厚さ 7mm、スリット間隔 8mm で

ACF ユニットを試作した（A タイプ）。フェルト間には波型金網を入れて形状を保

つとともに、ユニット内での通過大気の拡散促進も図った(図 2.2.2 参照)。 
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繊維状ＡＣＦ 板状スリット構造ＡＣＦ 

NO２ 浄化率 が高い コストが高い 
高い通風性 低い通風性 

 

図 2.2.1 下原らによる繊維状緻密充填構造とスリット構造の検討 4) 

試作したスリット構造の ACF は、アルミ製のボックス（大きさ：50×50×20cm、

ACF：約 1kg、総重量：約 3kg）に収納することとした（P17 の写真 2.2.2 参照）。

なお、ACF ユニットの大きさについては、歩道での施工や重量も考えて決めたもの

である。フェルト厚さ、スリット間隔を変えたタイプ（B～E タイプ）と試作品（A

タイプ）との浄化性能の比較結果は、「2.4 ACF ユニット改良のための比較試験」

の項で述べる 

 

15mm

フェルトタイプ フェルトタイプ

ACF

金板

ACF
金網

ACF

従来型

15mm ７mm
８mm

改良型

 

図 2.2.2 下原らによる構造（従来型）と本研究で試作（改良型）したスリット 

構造の比較 
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2.3 室内・屋外での除去性能試験 

(1) 室内での除去性能試験 

 (a) 試験方法 

室内試験装置は写真 2.3.1 に示すとおりである。試験は、道路沿道から吸引し

た試料ガスを小型送風機で ACF ユニットに送った。試験施工を実施する箇所での

予備調査結果（10 分間の平均風速）では、概ね 1m/s 以下の風速の出現が大半であ

ったため、風速は 0.2～1.3m/s の間で変化させ、ACF ユニットの前面と背面で風速

と NOX 濃度を 1 分ごとに測定した。 

 

20 cm

 

写真 2.3.1 ACF ユニット除去性能の室内試験装置 

 

 (b) 試験結果 

 室内試験結果は図 2.3.1 に示すとおりであり、通風率（ユニット入口と出口の

風速比)は 20～35％、NO2 の平均除去率は 95％、NO の平均除去率は 30%であった。 

風速を大きくすると、NO の除去率は低下するが、NO2 については入口風速が 1m/s

以上になっても除去率の低下は確認できなかった。 
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図 2.3.1 室内試験結果（1 ドット：1 分間値） 

 

 

(2) 屋外での除去性能試験 

(a) 試験方法 

開発した ACF ユニットを国道 43 号（大阪市西淀川区出来島地区）の高架下に ACF

フェンスを試験施工した（写真 2.3.2 参照）。施工規模は、国道 43 号の上り車線

側に 18ｍ、下り車線側に 14ｍ、高さは 1.9ｍ（ACF ユニット高さ 0.5ｍ×3 段+基

礎 0.4ｍ）であり、使用した ACF ユニットは 192 個である(図 2.3.2 参照)。 

 

（t）

NO2 

風速 

NO 

時間→ 



 19

 

写真 2.3.2 国道 43 号に試験施工した ACF ユニット(大阪市西淀川区出来島) 

 

観測小屋
2400

1000

観測機器設置 
取付位置は、東南の端から第
３スパン（ＡＣＦユニット９
個目と 12 個目）の間。 
取付方法の詳細は、図 2.3 を
参照。 

温湿度計

 

図 2.3.2 国道 43 号に試験施工した ACF フェンス(大阪市西淀川区出来島) 

上り側 18ｍ（有効長）  

上り側 14ｍ（有効長）  
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屋外の試験装置は、写真 2.3.3 及び図 2.3.3 に示すとおりであり、試験期間は

2007 年 4 月 12 日～6 月 8 日までの約 7 週間である。 

NOx 濃度（NO＋NO2）については、沿道のバックグラウンド濃度を把握するため

に ACF フェンス頂部に NOx 計の採取口を設置した。ACF ユニットを通過する NOx 濃

度を測定するために、ACF ユニットの背面にも採取口を設置した。ACF ユニットを

通過する平均的な NOx を採取するために、採取口は三又とした。背面からの大気を

採取しないようアルミテープで背面の一部を塞いだ。 

風速については、ACF フェンスの頂部に３次元超音波風向風速計を設置するとと

もに、ACF ユニットを通過する風速を測定するために、背面に熱線式風速計を設置

した。また、温度・湿度計を１ヵ所に設置した。 

測定は、２箇所（写真 2.3.3 の ACF-1 と ACF-2）で行い、ACF-1 では試作した ACF

ユニットを対象に、NOX 及び風速を連続して測定した。 

ACF-2 では、試験施工に用いた ACF ユニット(ACF フェルト厚さ 7mm、スリット幅

8mm)とは異なるフェルト厚さ・スリット幅の ACF ユニット作成し、最適な浄化性

能が得られる ACF ユニットの構造の比較試験を実施した。この結果については、

「2.4 ACF ユニットの改良のための比較試験」の項で述べる。 

 

 

写真 2.3.3 ACF ユニット除去性能の屋外試験装置 
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観測小屋

〔W1,600×D800×H1,900〕

大気質(NOｘ) 
採取口 

熱線風速計 
熱線風速計

３次元超音波風向・風速計 ３次元超音波風向・風速計

側面図(中央分離帯側) 断面図

中央分離帯側 車道側

1,740

500

500 570 

570

2,400

温湿度計

大気質(NOｘ)
採取口 

東 南 
第３スパン 

図 2.3.3 ACF ユニット除去性能の屋外試験装置 

 

(b) 試験結果及び考察 

ACF フェンスの頂部での風向・風速(1 分間値)は、図 2.3.4 に示すとおりである。

大型車の通過時には、1m/s 以上の走行風が観測されたが、車両が通過しないとき

は、0.5m/s 以下の風速となっていた。 

10 分間値（1 分間値の 10 個平均）でみると、平均風速は概ね１m/s 以下であっ

た。データ解析は、1 分間値でみて道路方向から安定して吹く時間帯のデータを抽

出し、10 分間値（10 個の 1 分間値の平均）について解析した。NO2 及び NO の除去

率は、ACF フェンス頂部と ACF ユニット背面での濃度から算出した。 

 

図 2.3.4 ACF フェンス頂部での風向・風速の 1 分間値 

（図中の赤〇が道路方向からの風向） 
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解析結果は図 2.3.5 に示すとおりであり、データにばらつきはあるものの、平

均通風率は 22％、NO2 の平均除去率は 84％、NO の平均除去率は 19％であった。 
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図 2.3.5 屋外試験結果 

風の通風率

NO2 平均浄化率 84％ 
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屋外試験結果（通率は 22％、NO2 の平均除去率は 84％、NO の平均除去率は 19％）

と図 2.3.1 に示した室内試験（通風率 20～35％、NO2 の平均除去率 95％、NO の平

均除去率 30%）と比べると、屋外試験の方が屋内試験より通風率・除去率ともにや

や小さくなっている。 

通風率の差は、室内試験では ACF ユニットに対して直角に風を当てたのに対し

て、沿道では直角風より斜行風が多いことに起因しているものと考える。 

除去率の差については、背面からの大気を吸わないようにアルミテープで採取口

背面を塞いでいたが、反対車線の車両が信号で滞留する時、これらの車両の排気

ガス ACF フェンスの背面側に回り込み、背面側と沿道側での濃度差が小さくなっ

たことが、除去率が室内試験より小さくなったものと考える。 

室内試験結果では、風速が大きくなると除去率が低くなることが確認されている

が、屋外試験では明確な差は確認できなかった。 

 

ACF ユニットの NOx 除去量は、式(2.3)より算出することができる。 

 

3600
0224.0
4610 6*

1 UDCoutCinQ ACF－＝  (2.3) 

 
ここで、 Q  ：NOx の除去量（g/時） 

    Cin     ：ACF 前面（ＡＣＦフェンス頂部）NOx 濃度（ppm） 

    Cout    ：ACF 背面の NOx 濃度（ppm） 

    ACFD    ：ACF フェンス面積（m2） 
*U     ：通過風速（m/s） 

 

今回の試験結果を式(2.3)を用いて ACF ユニット 1 個（0.5ｍ×0.5ｍ=0.25m2）

当たり・1 時間当たりの NOx 除去量を算出すると、最大 0.045g（平均 0.015g）

であった。1 日当たり 1m2 当たりに換算すると、平均除去量は 1.4g/日･m2 とな

る。 

NOx 除去量は、設置箇所の NOx 濃度、風速によって異なり、NOx 濃度が高いほ

ど、風速が強いほど、浄化量は増えるものと考えられる。今回の屋外試験は４

月末～６月初めの比較的 NOx 濃度が低い時期に実施したものであり、冬季～早

春の濃度が高い時期ならば、除去量は上記値より大きくなるものと考える。 
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2.4 ACF ユニット改良のための比較試験 

室内及び屋外試験に用いた ACF フェルトの厚さ及びスリット幅は、それぞれ 7mm

と 8mm（表 2.4.2 の A タイプ）であるが、ACF のフェルト厚さ及びスリット幅を調

整すれば、NOx 除去量が最大となる ACF ユニットを開発することは可能と考えた。 

比較試験に用いた ACF ユニットは、表 2.4.1 及び写真 2.4.1 に示すとおりであ

り、ACF フェルトの厚さとスリット幅を変えた 5 タイプとした。比較試験は前述の

屋外試験と合わせて、写真 2.3.3（P20 参照）の ACF-2 の箇所で実施した。 

比較試験結果は、図 2.4.1 に示すとおりであり、D タイプ（スリット幅：8 ㎜）

が最も NOx 除去量が多く、屋外試験に用いた A タイプより約 25％高くなっている。

また、スリット幅を大きくすると NO の除去量が小さくなり、C タイプ（スリット

幅：16 ㎜）では NO の除去はほとんど確認できなかった。これは、NO 分子は水分

子と共に ACF 上に競争的に吸着するため、NO は NO2 分子に比べて ACF 表面に吸着

されにくいことによるものであり、「NO は、NO2 と比べて ACF との接触がより長く

必要である」という知見 11)18)と一致する結果である。市岡元町地区で実施する交

差点改良では、NOx（NO2+NO）が最も多く浄化される D タイプを採用することとし

た。 

 

表 2.4.1 改良比較試験に用いた ACF ユニットの仕様 

タイプ
ACF 素材の

種類 

スリット形状のＡＣＦの仕様 開口率

（%）厚さ (mm) 幅 (mm) 枚 数 

Ａ ピッチ 7 8 35 56 

Ｂ ピッチ 6 13 24 62 

Ｃ ピッチ 6 16 23 74 

Ｄ ピッチ 5 8 40 64 

Ｅ PAN 4 8 45 72 
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写真 2.4.1 改良比較試験に用いた ACF ユニットの写真（一部） 

 

 

図 2.4.1 比較試験に用いた ACF ユニットの NOx 除去性能 
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ACF の除去性能の維持期間に関して、下原ら 11)は、内径 8 ㎜のガラス管に ACF

を繊維状にほぐして充填し、酸素濃度 21％、相対湿度 40％の条件下で NO2 の標準

ガス(20ppm)を 300mL/分で通気させ、除去性能の維持時間を算出している。これに

よると、破過（標準 NO2 ガスをガラス管に充填した ACF に通気させた場合、出口で

NO2 ガスの吐き出しが確認される時点）までの吸着量は、ACF 1kg 当たりに換算す

ると 180～240g(NO3-換算)とある。ただし、破過後も NO2 の吸着が続き、飽和状態

になっても浄化性能は維持（除去率：約 25％）され、これは触媒機能による浄化

を示唆するものと考察している。また、破過後であっても簡易水洗で回復するこ

とを室内実験で確認している。 

ここで、前述の「破過まで ACF 1kg 当たり 180～240g（NO3-換算）の NOx が吸着」

と、屋外試験で得られた「NOx の平均除去量 1.4g/m2・日」及び「ACF の充填量：4kg/m2」

から、最大浄化性能継続期間を試算すると、約 1 年～1 年半程度となる。ただし、

この試算は、雨による浄化性能の回復効果を見込んでいないこととユニット内の

ACF が平均的に NOx 除去に使われるという前提に基づく結果であることに注意する

必要がある。 

 

2.5 市岡元町３丁目交差点に施工した大気汚染対策の内容とその効果 

(1) 市岡元町３丁目交差点の大気汚染状況及び高濃度が観測される要因等 

(a) 市岡元町３丁目交差点の大気汚染状況 

市岡元町３丁目交差点は、大阪市の南西(大阪市港区)に位置し、国道 43 号と国

道 172 号との交差点である（図 2.5.1）。国道 43 号（平面道路）の上には阪神高

速西大阪線（高架道路）があり、いわゆる複層の道路構造となっている。 

平成 17 年度道路交通センサス 20)によると、した時期の日交通量は、国道 43 号

で 293 百台/日（大型車混入率 32％）、国道 43 号の上の高架道路（阪神高速）で

325 百台/日（大型車混入率 25％）、国道 172 号で 209 百台/日（大型車混入率 14％）

である。 

市岡元町３丁目交差点の北東側には、国土交通省が管理する市岡元町局（写真

2.5.1 参照）があり、NO2 の日平均値の年間 98％値 21)は、2005 年度（平成 17 年度）

0.073ppm、2006 年度（平成 18 年度）0.076ppm、2007 年度（平成 19 年度）0.074ppm

となっている。環境省が公表する NO2 濃度が高い上位の自排局の濃度 22)と比べる

と、2007 年度（平成 19 年度）当時、市岡元町局は全国ワースト 1 位に相当する高

濃度となっていた（表 2.5.1 参照）。 
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図 2.5.1 市岡元町３丁目交差点の位置(大阪市港区)  

 
表 2.5.1 環境省が公表する NO2 濃度が高い上位の自排局(2007 年:平成 19 年度) 

及び市岡元町局（国土交通省）の NO2 濃度 

測定局名 都道府県 市区町村 
日平均値の
年間 98％値
（ppm） 

環境基準

大平（インター出入口） 愛知県 岡崎市 0.074 非達成 
市岡元町(国土交通省) ＊ 大阪府 大阪市 0.074 非達成 
環七通り松原橋 東京都 大田区 0.073 非達成 
玉川通り上馬＊ 東京都 世田谷区 0.072 非達成 
中山道大和町＊ 東京都 板橋区 0.071 非達成 
遠藤町交差点＊ 神奈川県 川崎市幸区 0.071 非達成 
北品川交差点＊ 東京都 品川区 0.069 非達成 
池上新田公園前＊ 神奈川県 川崎市川崎区 0.069 非達成 
納屋 ＊ 三重県 四日市市 0.069 非達成 
日光街道梅嶋 東京都 足立区 0.067 非達成 
栄町 兵庫県 宝塚市 0.065 非達成 
天神＊ 福岡県 福岡市中央区 0.065 非達成 
備考 1) 環境基準：1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下

であること。 

2) 評価方法：1 日平均値の年間 98％値を環境基準と比較する。 

3) 測定局名の＊は、道路交差点であることを示す。 
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写真 2.5.1 国道 43 号沿道に設置されている市岡元町局 

  

(b) 市岡元町３丁目交差点で高濃度が観測される要因 

市岡元町３丁目交差点で高濃度の NO2 が観測される要因は、慢性的な交通渋滞と

道路構造が複層であることによる大気汚染物質の拡散阻害と推定される。 

2007 年（平成 19 年）11 月 27 日及び 12 月 5 日に実施した現地調査(渋滞長、隣

接交差点通過後、市岡元町３丁目交差点通過に要する平均時間)は図 2.5.2 に示す

とおりであり、最大渋滞長及び最大通過時間をみると、特に国道 43 号の流入部で

の渋滞が激しい交差点となっている。渋滞要因は、以下の 3 点が原因と考えられ

た。 

①  Ⅰ・Ⅱの交差点流入部に右折専用車線及び右折専用現示がないこと。 

②  Ⅰ・Ⅳの交差点流入部では大型車の左折が困難であること。 

③ Ⅰ・Ⅱの交差点流入部は信号が別現示となっており、特にⅡについては青現

示の時間が短いこと。 



 29

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.2 市岡元町３丁目交差点の渋滞状況 

 

(c) 道路構造が複層であることによる大気汚染物質の拡散阻害 

市岡元町３丁目交差点の高架下の状況は写真 2.5.2 に示すとおりであり、高架

下は大阪市の「撤去自転車の一時預かり場」になっており、そのフェンスと高架

道路が高架下の風通しを妨げている。 

 

  

写真 2.5.2 市岡元町交差点３丁目交差点近傍の高架下の状況(平成 18 年当時) 
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道路構造が複層である箇所で、かつ、沿道に中高層の建築物が連担している場

合や高架道路の下部に風通しを妨げる構造物がある場合は、大気汚染物質の拡散

が抑制され、道路空間内（幹線道路沿道の第一列）に高濃度が出現しやすいこと

が知られている。 

例えば、上馬交差点（写真 2.5.3 参照）を対象とした風洞実験 23),24)によると、

幹線道路沿道に比較的高い建築物が連担している場合、沿道の建築物列と道路が

ひとまとまりになった街路空間としての流れ場が形成されるため、道路と平行な

風が吹く場合、高濃度が出現しやすいとある。道路に直交する風向の風が吹く場

合、高架道路があると沿道の大気汚染物質は風下側の建築物に沿う強い下降流に

よって風上に押し出されるものの、高架道路に上昇を阻まれ、沿道の建築物端部

から外へ高濃度の汚染物質が押し出される。しかし、高架道路がないときにはス

トリートキャニオンに渦が生じ、それによって地上の汚染物質が上方に運ばれ沿

道の汚染はキャニオン全体に広がるため、高架道路がある場合に比べて高濃度は

生じにくいと述べられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写

真 2.5.3 上馬交差点の状況 
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川崎市の臨港警察署前交差点（写真 2.5.4 参照）では、首都高速の下部に騒音

対策で設置された遮音壁（グリーンウォール）がある。国立環境研究所 25)による

と、グリーンウォールが無いとき、流れはスムースに高架道路の下を通り抜け、

地上道路の大気汚染物質は強く撹拌されずに風下後背地に運び出される。同時に、

高架道路下部の風速が増加しているので濃度の増加は抑えられる（図 2.3.3 の右

図参照）。一方、グリーンウォールがあると高架道路下の流れは前後に遮断されて

いる。高架道路の下部、グリーンウォール風上側には高架道路の躯体前面で分岐

した下降流が流れ込み、比較的強い渦が形成されるので濃度は高くならない。し

かし、グリーンウォール風下側の風速は小さくなり、自動車排気ガスがこのよど

みに滞留するため、風下側に高濃度が生じると述べられている（図 2.5.3 の左図

参照）。 

 

 

写真 2.5.4 臨港警察署前交差点の状況 
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図 2.5.3 グリーンウォールがある場合と無い場合の風の流れと鉛直断面濃度 

分布の比較 25) 

 

 

(2) 市岡元町３丁目交差点の改良工事内容 

交差点改良工事は、2008 年（平成 20 年）に実施された。具体の対策内容は、図

2.5.4 に示すとおりである。 

ACF フェンスの設置位置（図 2.5.1 参照）は、NOx 除去量が大きくなるように、

NOx 濃度が最も高いと考えられる中央分離帯に設置した。その延長は上り下り合計

で約 220ｍ、使用した ACF ユニットは 376 個である。ACF フェンスの高さは、ドラ

イバーからの視距に配慮し約 1ｍ高さの低層とした。 
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 対策項目 場 所 備 考 

渋滞対策 折専用レーンの設置 中央分離帯 国道 43 号 

交差点の捲き込みの

改善 
交差点 北と東側の 2 ヵ所 

環境対策 大気浄化壁（ACF）の

設置 
中央分離帯 

ACF ユニット：376 個

延長：221ｍ 

低層遮音壁の設置 歩 道 延長：186ｍ 

 

図 2.5.4 交差点の改良工事の内容 

  

ACF ユニットの設置工事は、写真 2.5.5 に、右折レーン工事は写真 2.5.6 に示す

とおり実施された。 

なお、交差点改良による整備効果（渋滞対策、大気汚染対策）は、国土交通省

近畿地方整備局大阪国道事務所から記者発表 26)されたが、根拠となるデータは本

研究の成果に基づいたものである。大気汚染対策効果については、「(2) 交差点

改良の整備効果の評価」で述べる。 

整備効果のうち、交通渋滞の解消に関する効果は図 2.5.5 に示すとおりであり、

交差点の流入交通量は改良前後で最大 640 台の増加（約 23％の増加）となってい

たが、渋滞長は交差点改良前の最大 480ｍに対し、交差点改良後は 150ｍと大幅に

改善している。 
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写真 2.5.5 ACF ユニットの設置工事  

＜工事前＞             ＜工事後＞

   

写真 2.5.6 右折レーン工事(2008 年 3 月撮影) 
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図 2.5.5 市岡元町３丁目交差点の改良工事前後の渋滞状況の比較 26) 

 

(3) 交差点改良の整備効果の評価 

(a) 評価方法 

NOx 濃度に関する交差点改良の整備効果は、施工前調査（平成 19 年 11 月 21 日

～12 月 19 日）と施工後調査（平成 20 年 11 月 18 日～12 月 16 日）での NOx 濃度を

比較することで評価した。 

調査は図 2.5.6 の範囲で実施し、調査項目は NOx（NO2、NO）である。調査地点

は、沿道の官民境界 42 点、背後地 32 点、高架下 4 点であり、調査方法は、PTIO

法(簡易測定法)27)とした。 

なお、PTIO 法(簡易測定法)と公定法（自動測定機：オゾンを用いる化学発光法）

との整合を確認することを目的として、高架下、市岡元町局、周辺の測定局（出

来島局、大和田西交差点局）の 4 ヵ所で PTIO 法による並行測定を行った。並行測

定の結果、NO2 及び NO ともに、PTIO 法と公定法で得られた測定値には、リニアな

関係と高い相関（R2=0.941～0.947）があることを確認できたが、測定値は PTIO

法の方が公定法より若干高くなっていたため、それぞれ得られた回帰式を用いて、

PTIO 法による NOx（NO2、NO）濃度を補正した。 
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図 2.5.6
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(b) 評価結果 

NO2 濃度及び NOx 濃度（NO2 濃度＋NO 濃度）の結果（1 週間値の 4 個平均）から濃

度分布図を作成した。NO2 の濃度分布及び NOx 濃度分布は、それぞれ図 2.5.7 及び

図 2.5.8 に示すとおりである。 

改良工事後の NO2 濃度は、改良工事前に比べて最大で 6ppb 低減していた。特に、

渋滞が大幅に改善した A ゾーン(交差点の北東角付近)で濃度の低減が大きい。交

差点改良後の背後地の NO2濃度は、改良前に比べて 1～2ppb程度低減しているので、

これをバックグラウンド濃度の差と考えると、NO2 の低減濃度は 4～5ppb となる。 

NOx 濃度については、改良前に比べて背後地で数 ppb 程度増加している地点もあ

るが、沿道部では改良前に比べて最大で 15ppb 低減している。 

交差点改良の整備効果（道路構造の改良による渋滞対策・ACF フェンスによる大

気汚染対策）を大型車の削減台数で表すと、約 2,000 台の削減効果が得られたも

のと推察された。算出方法は、図 2.5.9（P40 参照）に示すとおりである。 

なお、国土交通省近畿地方整備局大阪国道事務所による記者発表 26)では、NO2

の測定結果と大型車の削減台数のみを公表しており、バックグラウンド濃度の差

は考察されていない。 
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図 2.5.7 
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図 2.5.8 
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平成 17 年度～19 年度の平日・休日の NOx 濃度(6 つの年平均値データ)と、平日・

休日の国道 43 号の大型車換算交通量との関係は、図 2.5.9 に示すとおりである。 

ここで、NOx 濃度は、市岡元町局と周辺の一般局である此花区役所局との濃度差

（道路寄与濃度）である。大型車換算交通量とは、大型車と小型車の NOx の排出係

数の比 17 倍（20km/ｈの排出係数）28)から、小型車を大型車の台数に換算したも

のである。 
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NOx：(市岡元町局)－(此花区役所局) 

 

図 2.5.9 交通量と道路寄与濃度との関係 

 y＝0.0076x（図2.5.9参照） 

ここで、y＝道路寄与濃度（ppb） 

   x＝大型車換算交通量（台/日） 

 大型車を 1000 台削減した場合の窒素酸化物（NOx）濃度の低減は、回帰式の傾

き 0.0076ppm（7.6ppb)である。 

 上記の関係から、「NOx が 15ppb の低減した」ということは、大型車 2,000 台

の削減に相当する。 

n＝6 
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2.6 結 言 

本研究で得られた知見は、以下に示すとおりである。 

1) ディーゼル自動車の排出ガス規制の強化により道路沿道の大気汚染は低減傾

向にある。しかし、幹線道路の交差点近傍では、NO2 濃度が 0.07ppm と環境基

準値（0.06ppm）を大幅に超えている箇所（局地汚染地域）がある。特に、道

路構造が複層である場合、沿道に中高層の建築物が連担している場合や高架

道路の下部に遮音壁がある場合は、大気汚染物質の拡散が抑制され、道路空

間内（幹線道路の沿道の第一列）に高濃度が出現しやすいと考えられる。  

2) ACF の NO2 浄化性能は既存研究で実証されているが、その構造をスリットにす

ることで NO2 及び NO の浄化性能が向上し、ユニット化で施工性も向上した。 

3) ACF ユニットの浄化性能の室内試験結果（ユニットを通過した大気中の NOx 除

去率）は、NO2 で 95％、NO で 20～25％である。屋外試験結果は、上記の結果

よりやや小さく、NO2 で 84％、NO で 19％であった。 

4) ACF ユニットの NOx 除去量は、屋外試験結果によると、1.4g/m2/日であった。

この調査は比較的濃度の低い時期に実施したものであり、高濃度出現時期で

は、上記数値以上の浄化性能が期待される。 

5) ACF ユニットの ACF フェルトの厚さを 7mm から 5mm にし、ACF ユニットに収納

する ACF フェルトを 35 枚から 40 枚に増やすと、NOx 除去量（NO と NO2 の合計）

は、約 25％向上することが分かった（市岡元町３丁目交差点で使用）。 

6) 市岡元町３丁目交差点改良工事後の NO2 濃度は、改良工事前に比べて最大で

6ppb 低減していた。特に、渋滞が大幅に改善した交差点流入部での低減が大

きい。交差点改良後の背後地の NO2 濃度は、改良前に比べて 1～2ppb 程度低減

しているが、それを考慮しても NO2 の低減濃度は 4～5ppb と大きい。 

7) 交差点の構造改良及び ACF フェンスによる局地汚染対策効果を大型車の削減

台数で表すと、約 2,000 台の削減効果に相当すると推定した。 

8) ACF を降雨による浄化が期待できる場所に設置する場合、大気浄化性能は長期

間維持できるものと考えられた。 

9)  ACF による大気浄化は窒素酸化物に関しての効果は実証されたが，ACF の構造

からして、ポーラスポールに粒子が付着するが可能性が考えられる。こうし

た点を考慮し、次のステップとして大気中の粒子を含めた大気浄化試験を行

う必要性があると考える。  
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第３章 道路交差点における大気中浮遊粒子の化学成分と形態の特徴 

3.1 緒 言 

大気中浮遊粒子は、炭素成分、硝酸塩、硫酸塩、無機成分等から構成される混

合物で、その粒径範囲は数 nm～100μm である。大気中浮遊粒子の発生源は工場・

事業場のばい煙、自動車からの排煙、海塩粒子、ガス状物質が物理・化学変化に

より生成する粒子（二次生成粒子）、土壌由来粒子など様々である。また、大気

中浮遊粒子は、粒径によって成分組成や発生源が異なり、気象条件等により時々

刻々と変化する。 

我が国では、大気中浮遊粒子のうち粒径 10μm 以下の粒子を浮遊粒子状物質（SPM、

空気動力学的粒径 10μm 以上の粒子を 100％カット）、粒径 2.5μm 以下の粒子を

微小粒子状物質（PM2.5、空気動力学的粒径 2.5μm 以上の粒子を 50％カット）と定

義し、SPM は 1973 年に、PM2.5 は 2009 年にそれぞれ環境基準が定められた。SPM

と PM2.5 は、自動測定機により連続的に質量濃度の１時間値が測定され、環境基準

との適否が行われている。 

本研究で対象とした道路交差点において大気試料を捕集した 2013 年度（平成 25

年度）の全国における SPM 濃度 1)は、一般局の 1324 局のうち 1288 局（97.3％）、

自排局の 393 局のうち 372 局（94.7％）が環境基準を達成しており、年平均値は

緩やかに減少して一般局では 0.020mg/m3、自排局では 0.022mg/m3 と一般局と自排

局の濃度差は 0.02mg/m3 程度と小さい。 

一方、PM2.5 濃度 1)では、一般局の 492 局のうち 79 局（16.1％）、自排局の 181

局のうち 24 局（13.3％）しか環境基準を達成しておらず、年平均値では一般局（492

局）は 15.3μg/m3、自排局（181 局）は 16.0μg/m3 と、一般局、自排局とも年平

均値は環境基準の年平均値（15μg/m3）を上回っている。都市部における環境基準

達成状況は、東京都の一般局は 10.0％、自排局は 0％、愛知県では一般局は 6.7％、

自排局は 0％、大阪府では一般局・自排局ともに 0％と極めて低い。このように PM2.5

に関しては、特に都市部の沿道において環境基準の達成率は極めて低く、PM2.5 の

成分組成と粒子形態を含めた実態を把握することは、PM2.5 の効果的な対策を講じ

る上で重要な情報となる。 

そこで、本研究では、PM2.5 の環境基準達成率が極めて低い大阪市の市街地の道

路交差点とその近傍を対象に、大気中浮遊粒子を捕集し、化学成分と粒子形態の

分析を行い、道路交差点における大気中浮遊粒子の特徴を捉える研究を実施した。

本研究の主眼は、道路交差点とその近傍で捕集した大気中浮遊粒子の物理・化学
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的特徴を比較して、自動車走行に伴う粒子特徴と指標元素を見出すことにある。

自動車走行に伴う指標元素としてはブレーキパットに含まれるアスベスト由来と

されているアンチモン（Sb）2)が知られている。しかし、現在はブレーキパットに

はアスベストは使用されておらず、新たな指標元素を見出すことは急務である。

また、粒子形態からの粒子発生源推定は、筆者の知る限り報告例は見当たらない。 

 

3.2 調査方法 

(1) 調査地点とその概要 

大気中浮遊粒子の捕集は、大阪市中心部の今里交差点自排局（A 地点、以下「今

里交差点局」という。）と、その周辺並びに、大阪市中心部の市街地を代表する

一般局の国設大阪局（B 地点、以下「国設大阪局」という。）で行った（図 3.2.1

参照）。今里交差点局は 1973 年、国設大阪局は 1966 年から自動測定機による大

気質測定が開始されている。 

    
 

図 3.2.1 大気中浮遊粒子の捕集地点(大阪市東成区) 

A 地点：今里交差点局（自排局） 

B 地点：国設大阪局（一般局） 

 

今里交差点局は、大阪市の中央部からやや東方に位置し、今里筋（市道大阪環

状線・府道大阪八尾線）、千日前通（府道大阪枚岡奈良線）、長堀通（国道 308

号）が交わる五叉路の今里交差点の南側に位置する(写真 3.2.1)。今里交差点に流

入する交通量 3)は、昼間 12 時間交通量で 5 万 6 千台、昼夜率による日交通量換算
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Sampling point A

 

Osaka Prefecture

100 km 
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値では 7 万 6 千台であり、大型車混入率は 7～10％となっている。 

 

 

 

  

写真 3.2.1 今里交差点の状況(大阪市東成区) 

大阪市には自排局として 11 測定局があり、そのうちの 4 測定局が交差点に設置

されている。今里交差点局では NOX、SPM、CO の測定が行われており、2013 年度（本

研究で大気試料を捕集した年度）の年平均値は NOXが 0.057ppm、SPM が 0.033mg/m3、
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CO が 0.6ppmと 11測定局の中で最も高い値となっている 4)。今里交差点局では PM2.5

の測定は行われていないが、大阪市内の自排局における PM2.5/SPM 比は平均で 0.76

である。したがって、今里交差点局における PM2.5 の年平均値は 25μg/m3 と推定さ

れる。この値は、PM2.5 の年平均値の環境基準（15μg/m3）を大きく超えている。 

国設大阪局は、大阪城公園の南東に位置する大阪府環境情報プラザの屋上に設

置されている。2013 年度の年平均値 4)は、NOｘが 0.026 ppm、SPM が 0.022mg/m3、

PM2.5 が 19.2μg/m3 となっており、PM2.5 は環境基準の年平均値を上回っている。 

 

(2) 試料捕集の方法 

試料捕集は、2 個の試料ホルダーを有する東京ダイレック製小型デュアルサンプ

ラーを用いて行った。試料ホルダーには、炭素成分分析用として石英繊維フィル

タ(PALL 製 500QAT-UP)、無機イオン成分及び元素成分分析用として PTFE フィルタ

（HORIBA TFH-47R）を装着した。試料の捕集は 2 地点とも 2013 年 8 月 27 日 14 時

から 8 月 28 日 14 時の 24 時間で、サンプラーの流量は 10L/min である。 

 

(3) 化学成分の分析法 

(a) 炭素成分の分析法 

炭素成分は、石英繊維フィルタ試料から 1cm2 を切り出し、熱分離光学補正法の

Sunset 製 Carbon Analyzer を用いて IMPROVE プロトコル 5)により分析した。IMPROVE

プロトコルでは、有機炭素（OC）は 4 成分（OC1、OC2、OC3、OC4）、元素状炭素

（EC）は 3 成分（EC1、EC2、EC3）にそれぞれ分離されて検出される。また、光学

補正によって熱分解補正有機炭素値（pyOC）が得られる。OC と EC の値は以下の式

(3.1)～(3.2)で算出される。 

 

 OC＝OC1＋OC2＋OC3＋OC4＋pyOC (3.1) 

 EC＝EC1＋EC2＋EC3－pyOC (3.2) 

 

(b) 無機イオン成分の分析法 

無機イオン成分については、PTFEフィルタ試料の1/4カットを15mLのポリプロピ

レン製チューブに入れ、超音波装置を用いて10mLの超純水（比抵抗：18.2 MΩcm）

に抽出し、イオンクロマトグラフィー分析の試料を作成した。イオンクロマトグ

ラフィー分析の際には、抽出液を親水性PTFEのメンブレンフィルタ（DISMIC-13HP 
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0.45mmφ、ADVANTEC）でろ過した。 

分析対象の陰イオンは、F－、Cl－、NO2
－、Br－、NO3

－、PO4
3－、SO4

2－、陽イオンは、

Na＋、NH4
＋、K＋、Mg2＋、Ca2＋とした。分析に用いたイオンクロマトグラフは、陰イ

オン、陽イオンともMetrohm製IC850(陰イオンカラム:Shodex IC SI-90 4E、陽イ

オンカラム:Shodex IC YK-421)で、抽出液の注入量は200μLとした。検出したイ

オン成分の定量は、0.0005、0.001、0.005、0.01、0.05、0.１、0.5、1.2mg/Lの

混合標準溶液を5回繰返し測定して作成した相対感度係数（RF）によった。混合標

準溶液は、和光純薬製の1000mg/L標準液を、陰イオンと陽イオンのそれぞれにつ

いて超純水で希釈・混合して調整した。検出下限値はS/N＝3、定量下限値はRFで

求めた定量値と混合標準溶液との隔たりが±10％以内で、定量値が最小となる値

とした。 

 

(c) 元素成分の分析法 

元素成分については、PTFE フィルタ試料の 1/4 カットを 15mL のポリプロピレン

製容器に入れ、1％HNO3 を 10mL 加えて、超音波装置とヒートブロック分解装置を

用いて酸分解と 1％HNO3 に抽出する超音波―ヒートブロック法 6)、7)により ICP-MS

の分析試料を作成した。 

分析対象の元素は、Li、B、Na、Mg、Al、Si、P、K、Ca、Sc、Ti、V、Cr、Mn、

Fe、Co、Ni、Cu、Zn、Ga、Ge、As、Se、Rb、Sr、Y、Zr、Mo、Ag、Cd、Sn、Sb、Cs、

Ba、La、Ce、Pr、Nd、Sm、Eu、Gd、Tb、Dy、Ho、Er、Tm、Yb、Lu、Hf、Ta、W、Pb、

Th、U の 54 元素とした。分析に用いた ICP-MS は、Agilent Technologies 製 7700

ｘであり、分析試料を直接注入した。検出した元素成分の定量は、0.001、0.005、

0.01、0.05、0.1、0.5、1、10、100、1000μg/L の標準溶液を 5 回繰返し測定して

作成した相対感度係数（RF）によった。標準溶液は、SPEX 製と SCP SCIENCE 製の

標準液を 1％HNO3 で希釈して調整した。検出下限値は S/N＝3、定量下限値は RF で

求めた定量値と混合標準溶液との隔たりが±10％以内で、定量値が最小となる値

とした。 

 

(4) 形態観察の方法 

PTFE フィルタに捕集した大気中浮遊粒子の形態観察と元素組成分析は、エネル

ギー分散型 X 線付き走査型電子顕微鏡（SEM-EDX）で行った。使用した SEM は日本

電子製の JSM-6490LV、EDX はアメックス製の Genesis である。SEM-EDX 分析では、
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カーボンテープを貼り付けたアルミ製試料台に PTFE フィルタ試料の一部を貼り付

け、白金をスパッタ蒸着したものを観察・元素組成分析試料とした。SEM による粒

子の形態観察は、15kV の加速電圧の条件で、まず試料台に貼り付けた試料の全体

を 1000 倍程度の低倍率で行い、次いで特徴的な粒子を 1000～10000 倍で行った。

SEM で形態観察した特徴的な粒子については、EDX により元素組成分析を行った。 

 

3.3 調査結果及び考察 

(1) 大気粒子の化学成分 

今里交差点局と国設大阪局において 2013 年 8 月 27 日～28 日に捕集した大気中

浮遊粒子の質量濃度と炭素成分、無機イオン成分及び元素成分の分析結果の概要

を図 3.3.1 に示した。質量濃度は温度 21.5℃、湿度 35％による秤量結果に基づく

もので、今里交差点局では 14.6μg/m3、国設大阪局では 7.5μg/m3 であった。これ

らの測定局における 8 月 27 日～28 日の SPM 平均値は 28μg/m3、19μg/m3 と質量濃

度に比べて約 2 倍の値となっている。SPM の値が質量濃度に比べて高い要因の一つ

として、質量濃度は温度 21.5℃、湿度 35％の環境中での秤量値であるのに対し、

SPMはテープ状ガラス繊維フィルタに 1時間毎に捕集される粒子のβ線による計測

で、計測値は測定局舎内の温度、湿度に左右されることによると考えられる。 

ちなみに、2013 年 8 月 27 日～28 日の平均気温は 27℃、平均湿度は 57％となっ

ている 8)。国設大阪局では PM2.5 の測定も行われており、2013 年 8 月 27 日～28 日

の 2013 年 8 月 27 日～28 日の平均値は 11.6μg/m3 であった。 

質量に対する炭素成分、無機イオン成分、元素成分の割合は、今里交差点局で

は 26.9％、25.8％、19.9％、国設大阪局では 31.3％、28.4％、18.4％と両者にほ

とんど違いはみられない。また、3 成分で質量のそれぞれ 72.6％、78.1％を占め

ている。 

炭素成分は、今里交差点局では OC が 3.1μgC/m3、EC が 1.8μgC/m3、国設大阪局

ではそれぞれ 0.86μgC/m3、0.51μgC/m3 と今里交差点局の方が国設大阪局より OC、

EC とも 1.7 倍となっている。TC（OC+EC）に対する EC の比率（EC/TC 比）は、今

里交差点局、国設大阪局とも 0.37 である。長谷川ら 9)によると、沿道の EC/TC 比

は 0.5 以上、一般都市環境と郊外では 0.32～0.49 であったと報告されている。国

設大阪局の EC/TC 比は都市環境に対応しているが、今里交差点局のそれは沿道の

比より低くなっている。その要因の一つとして、大型車混入率が 7～10％と低いこ

とが考えられる。 



 51

 

  

 

  

図 3.3.1 大気中浮遊粒子の成分組成割合 

 

無機イオン成分については、Br－を除く 11 成分を検出した。表 3.3.1 に検出し

た 11 成分の定量値を示す。NO2
－と PO4

3－を除く無機イオン成分濃度は、国設大阪

局に比べて今里交差点局の方が 1.5～2.1 倍高い値を示しているが、質量濃度の今

里交差点局/国設大阪局の比が 1.95 であることから、無機イオン成分からみて両

者の大気中浮遊粒子の形成要素、つまり発生源にはほとんど違いはないと考える。

しかし、PO4
3－については、今里交差点局からしか検出されておらず、ディーゼル
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エンジンオイル由来粒子には PO4
3－が含まれている 10)。したがって、今里交差点局

の大気中浮遊粒子には、国設大阪局のそれよりも多少ディーゼル排気粒子（DEP）

の影響が大きいものと推察される。 

 

表 3.3.1 大気中浮遊粒子の無機イオン成分濃度 

（μg/m3） 

イオン 今里交差点局 国設大阪局 

F－ 0.058 0.040 

Cl－ 0.215 0.135 

NO2
－ 0.027 0.030 

NO3
－ 0.778 0.474 

PO4
3－ 0.014 ND 

SO4
2－ 1.144 0.584 

Na＋ 0.264 0.161 

NH4
＋ 0.383 0.192 

K＋ 0.104 0.050 

Mg2＋ 0.073 0.042 

Ca2＋ 0.711 0.423 

備考 ND は、不検出を示す。 

 

元素成分については、Sc、Ag、Eu、Tb、Ho、Er、Tm、Yb、Lu、Ta を除く 44 元素

を検出した。表 3.3.2 に検出した 44 成分の定量値を示す。主要元素は今里交差点

局、国設大阪局とも、Na、Mg、Al、Si、K、Ca、Fe、Zn であった。Zn 以外の元素

は土壌由来粒子の主体元素であり、Zn は燃焼由来粒子の主体元素である。今里交

差点局と国設大阪局の質量濃度比 1.95 よりも明らかに高い濃度比の元素は、B、

Cr、Co、Zr、Ba、Ce、Hf である。Ba は BaSO4 として Zr とともに、自動車ブレー

キパットの摩擦調整剤の材料に用いられている 11)。この他、Al2O3（アルミナ）、

CaCO3 も摩擦調整剤の材料となっている 11)。こうしたことから、今里交差点局の大

気中浮遊粒子には自動車ブレーキ由来の粒子が含まれていると考えられる。 
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表 3.3.2 大気中浮遊粒子の元素成分濃度 

（ng/m3） 

元素 今里交差点局 国設大阪局 元素 今里交差点局 国設大阪局 

Li 0.31 0.11 Rb 0.35 0.22 

B 30 7.1 Sr 2.6 1.4 

Na 550 320 Y 0.071 0.043 

Mg 84 49 Zr 1.1 0.29 

Al 280 120 Mo 1.6 0.80 

Si 560 220 Cd 0.29 0.22 

P 19 ND Sn 1.9 1.1 

K 250 140 Sb 2.1 1.2 

Ca 590 290 Cs 0.048 0.037 

Ti 11 7.1 Ba 40 13 

V 3.0 1.5 La 0.14 0.066 

Cr 3.3 0.67 Ce 0.27 0.093 

Mn 12 6.9 Pr 0.029 0.012 

Fe 310 130 Nd 0.11 0.051 

Co 0.27 0.090 Sm 0.015 ND 

Ni 2.2 1.2 Gd 0.013 ND 

Cu 18 9.2 Dy 0.017 0.008 

Zn 120 58 Hf 0.040 0.010 

Ga 0.09 0.06 W 0.15 0.09 

Ge 0.06 0.04 Pb 10 5.5 

As 0.78 0.54 Th 0.018 0.009 

Se 0.61 0.39 U 0.008 ND 

備考 ND は、不検出を示す。 

 

(2) 大気粒子の形態と組成 

今里交差点局と国設大阪局において捕集した大気中浮遊粒子の形態観察結果、

特徴的な粒子形態を図 3.3.2（今里交差点局）、図 3.3.3（国設大阪局）に示す。

今里交差点局の大気中浮遊粒子からは、元素状炭素主体凝集粒子の集合体、Si・

Ca 主体のキュービック粒子及び凝集したキュービック粒子、Al 主体の凝集したキ

ュービック粒子の他、Si 主体の小球体が検出された。また、元素状炭素の凝縮粒

子が多数みられた。一方、国設大阪局の大気中浮遊粒子からは、元素状炭素主体

凝集粒子の集合体、Si・Ca 主体のキュービック粒子及び凝集したキュービック粒

子、元素状炭素の凝縮粒子の他、Mg・Al・Si 主体の凝集したキュービック粒子、

元素状炭素の粒子も確認された。 
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元素状炭素主体凝集粒子の集合体  

 
Si・Ca 主体のキュービック粒子  

 
Al 主体の凝集キュービック粒子  

 
Si・Ca 主体の凝集キュービック粒

子と Si 主体の小球体  

 
元素状炭素主体の凝縮粒子  

 

 

図 3.3.2 今里交差点局で捕集した大気中浮遊粒子の特徴的な SEM 画像 

 

元素状炭素主体凝集粒子の集合体と類似したものが、大型ディーゼル車が卓越

する沿道環境及び都市環境中の超微小粒子から検出されており、ディーゼル排気

粒子（DEP）と同定されている 12),13)ことから、元素状炭素主体凝集粒子の集合体

は DEP である可能性が高いと推定される。Si 主体の小球体は高温燃焼由来 14)で、

樹氷や雪に含まれている粒子からも検出されている 15)。この Si 主体の小球体は、

フライアッシュ球体と呼ばれている 16)。Al 主体の凝集したキュービック粒子は、

Cubic particles 

Small 
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EDX 分析の結果ではアルミナと推定されることから、自動車ブレーキ由来粒子の可

能性が高いと考える。 

SEM-EDX 分析の結果、今里交差点局及び国設大阪局の大気中浮遊粒子は、ミネラ

ル成分を主体としたキュービック粒子、DEP に加えて、元素状炭素粒子及びその凝

縮が主体的であると考える。今里交差点局の大気中浮遊粒子には、これらの粒子

に自動車ブレーキ由来の粒子が加わっていると推察される。 

 

 
元素状炭素主体凝集粒子の集合体

 
Si 主体のキュービック粒子  

 
Mg・Al・Si 主体の凝集キュービッ

ク粒子  

 
Si 主体のキュービック粒子と元素

状炭素の粒子  

 
元素状炭素主体の凝縮粒子  

 

 

図 3.3.3 国設大阪局で捕集した大気中浮遊粒子の特徴的な SEM 画像 

 

Cubic particles 

Elemental carbon 
particles
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3.4 結 言 

本研究で得られた知見をまとめると、以下のとおりである。 

1) 大気中浮遊粒子の質量に対する炭素成分、無機イオン成分、元素成分の割合

は、今里交差点局では 26.9％、25.8％、19.9％、国設大阪局では 31.3％、28.4％、

18.4％と両者にほとんど違いはみられない。 

2) 炭素成分については、今里交差点局の方が国設大阪局より OC、EC とも 1.7 倍

となっていた。TC（OC+EC）に対する EC の比率（EC/TC 比）は、今里交差点局、

国設大阪局とも 0.37 であった。長谷川ら 8)によると、沿道の EC/TC 比 0.5 以

上、一般都市環境と郊外では 0.32～0.49 であったとしている。国設大阪局の

EC/TC 比は一般都市環境に対応しているが、今里交差点局のそれは沿道の比よ

り低い。その要因の一つとして、大型車混入率が 7～10％と低いことによるも

のと考えられた。 

3) 無機イオン成分については、今里交差点局及び国設大阪局の大気中浮遊粒子

の形成要素、つまり発生源にはほとんど違いはないと考える。しかし、ディー

ゼルエンジンオイル由来粒子である PO43－については、今里交差点局からしか

検出されなかったことから、今里交差点局の大気中浮遊粒子には国設大阪局の

それよりもディーゼル排気粒子（DEP）の影響が大きいと推察される。 

4) 元素成分については、今里交差点局及び国設大阪局ともに、主要元素は Na、

Mg、Al、Si、K、Ca、Fe、Zn であった。Zn 以外の元素は土壌由来粒子の主体元

素であり、Zn は燃焼由来粒子の主体元素である。今里交差点局と国設大阪局

の質量濃度比 1.95 よりも明らかに高い濃度比の元素のうち、Ba は BaSO4 とし

て Zr とともに、自動車ブレーキパットの摩擦調整剤の材料に用いられている。

この他、Al2O3（アルミナ）、CaCO3 も摩擦調整剤の材料となっている。こうし

たことから、今里交差点局の大気中浮遊粒子には自動車ブレーキ由来の粒子が

含まれていると考えられる。 

5) 粒子形態については、今里交差点局の大気中浮遊粒子からは、元素状炭素主

体凝集粒子の集合体、Si・Ca 主体のキュービック粒子及び凝集したキュービ

ック粒子、Al 主体の凝集したキュービック粒子の他、Si 主体の小球体が検出

された。また、元素状炭素の凝縮粒子が多数みられた。一方、国設大阪局の大

気中浮遊粒子からは、元素状炭素主体凝集粒子の集合体、Si・Ca 主体のキュ

ービック粒子及び凝集したキュービック粒子、元素状炭素の凝縮粒子の他、

Mg・Al・Si 主体の凝集したキュービック粒子、元素状炭素の粒子も確認され
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た。元素状炭素主体凝集粒子の集合体と類似したものが、大型ディーゼル車が

卓越する沿道環境及び都市環境中の超微小粒子から検出されており、ディーゼ

ル排気粒子（DEP）と同定されている 11),12)ことから、元素状炭素主体凝集粒子

の集合体は DEP である可能性が高いと推定される。Al 主体の凝集したキュー

ビック粒子は、EDX 分析の結果ではアルミナと推定されることから、自動車ブ

レーキ由来粒子の可能性が高いと考える。 

6) 以上の結果を総括すると、今里交差点局及び国設大阪局の大気中浮遊粒子は、

ミネラル成分を主体としたキュービック粒子及び DEP に加えて、元素状炭素粒

子及びその凝縮が主体的であると考える。今里交差点局の大気中浮遊粒子には、

これらの粒子に自動車ブレーキ由来の粒子が加わっていると推察された。 
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第４章 街路樹の葉を用いた沿道大気中浮遊粒子の評価 

4.1 緒 言 

浮遊粒子状物質（SPM）及び微小粒子状物質（PM2.5）の質量濃度測定や化学的成

分分析、粒子形態のためのフィルタ上への捕集には、一般的に自動測定機及びロ

ーボリュム・エアーサンプラーなどが用いられるが、これらには電源設備や設置

する場所が必要である。しかし、SPM 及び PM2.5 が高濃度になりやすい沿道、特に

交差点においては、測定機器及び捕集機材を設置するスペースや電源の確保が困

難な場合が多い。 

ガス状物質の場合には、電源を必要としないパッシブサンプラー1)～4)による手

法を用いることによって、測定機器及び捕集機材を設置するスペースや電源の確

保が困難な場所での測定が可能となる。しかし、大気中浮遊粒子の場合は、パッ

シブサンプラーに類似する装置は見当たらず、コケ・地衣類や樹木の樹皮もしく

は葉に付着する粒子の金属成分や形態観察により粒子の特徴の把握が試みられて

いる 5)～10)。 

そこで、本研究では、沿道における大気中浮遊粒子の特徴を検討するために、

沿道に植樹された高木（街路樹）に着目し、葉の表面に付着した粒子の形態的分

析と葉の元素組成及びその分布（元素マップ）の分析を行った。本研究の主眼は、

沿道大気中浮遊粒子の特徴を街路樹の葉表面に付着した粒子から捉えることと、

葉表面に付着した粒子が周辺大気の浮遊粒子の状況を反映している可能性がある

ことから、バイオモニタリングの手法としての可能性を検討することにある。街

路樹の葉表面に付着する粒子に関しては、日本では直物に対するエアロゾルの影

響 11)として、海外では付着粒子をマーカーとしてのバイオモニタリング 12)～14)が

行われているが、その手法は定まっているわけでもでもない。日本でも最近バイ

オモニタリングへの気運が高まりつつあり、モニタリング手法を検討することは

重要なことであると考える。 

 

4.2 調査方法 

(1) 調査地点とその概要 

調査地点は、「３章 道路交差点における大気中浮遊粒子の化学成分と形態の

特徴」の調査地点と同じ今里交差点と、今里交差点から北西に約 1.4km 離れた城

南公園を今里交差点の背後地として調査地点に選定した。今里交差点と城南公園

の位置は図 4.2.1 に示すとおりである。 
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今里交差点の南側には自排局（今里交差点局）があり、2013 年度の SPM 濃度の

年平均値 15)は 0.033mg/m3 であり、大阪市内の自排局では最も高い値を示してい

る。今里交差点局では PM2.5 の測定は行われていないが、大阪市内の 11 の自排局

における PM2.5/SPM 比は平均で 0.76 である。したがって、今里交差点局における

PM2.5 の年平均値は 25μg/m3 と推定される。この値は、PM2.5 の年平均値の環境基

準（15μg/m3）を大きく超えている。 

 

  

Osaka Prefecture

100 km 

  
 

図 4.2.1 今里交差点と城南公園の位置 

 

 (2) 試料採取の方法 

今里交差点周辺には、ケヤキ（落葉高木：Zelkova serrate）及びクスノキ（常

緑高木：Cinnamomum Camphora）が街路樹として植樹されている。葉を採取した樹

木は今里交差点の北側のケヤキ（A-1 地点）と南側のクスノキ（A-2 地点）であり、

地上から約 3ｍ高さの葉を採取した。また、城南公園については、植栽されてい

るイチョウ（落葉高木：Ginkgo biloba、B-1 地点）とソメイヨシノ（落葉高木：

Prunus × yedoensis Matsumura、B-2 地点）から、地上約３ｍの高さの葉を採取

した。これらの樹木の位置は、図 4.2.2 及び写真 4.2.1 に示すとおりである。 

葉の採取は、2013 年の４月 22 日（春季）、8 月 27 日（夏季）、11 月 14 日（秋

季）の３回行った。 

 

 

今里交差点 

城南公園 

★

大阪市 
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図 4.2.2 葉を採集した街路樹及び植栽樹の位置（A-1 地点：今里交差点北側ケヤ

キ、 A-2 地点：今里交差点南側クスノキ、B-1 地点：城南公園イチョウ、

B-2 地点：城南公園ソメイヨシノ） 
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 A-1 地点（ケヤキ） A-2 地点（クスノキ） 

  

 

 B-1 地点（イチョウ） B-2 地点（ソメイヨシノ） 

  

写真 4.2.1 葉を採集した街路樹 

(3) 葉付着粒子の形態観察方法 

採取した葉に付着した粒子の形態観察と元素組成分析は、エネルギー分散型 X 線

付き走査型電子顕微鏡（SEM-EDX）で行った。使用した SEM は日本電子製の

JSM-6490LV、EDX はアメックス製の Genesis である。SEM-EDX 分析では、カーボン

テープを貼り付けたアルミ製試料台に風乾した葉の一部を貼り付け、白金をスパ

ッタ蒸着したものを観察・元素組成分析試料とした。 

SEM による粒子の形態観察は、15kV の加速電圧の条件で、まず試料台に貼り付け

た試料の全体を 1000 倍程度の低倍率で行い、次いで特徴的な粒子を 1000～10000

倍で行った。SEM で形態観察した特徴的な粒子については、EDX により元素組成分

析を行った。 
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(4) 葉の元素マップの分析方法 

葉の元素マップの分析については、今里交差点のケヤキと城南公園のイチョウ

の葉を対象に、国立研究開発法人放射線医学総合研究所のマイクロ PIXE

（Particle Induced X-ray Emission、粒子線励起Ｘ線）分析装置 16)を用いた。マ

イクロ PIXE 分析では、ケヤキは風乾した葉の中心部と縁部から、イチョウは中心

部からそれぞれ 10×10 mm を切り取り、これをマイクロ PIXE 用の試料ホルダにカ

ーボンテープを用いて貼りつけて照射試料とした。照射試料の 2.5×2.5mm の範囲

を、2.6MeV のプロトンビーム（ビーム径：約１μm×１μm）で走査しながら照射

し、特性 X 線スペクトルを得た。照射した電荷量の積算値は 20 nC、特性 X 線スペ

クトルの解析には OM-DAQ2007 データ収集システム(Oxford Microbeams Ltd. UK)17)

を用いた。測定対象とした元素は、Na、Mg、Al、Si、P、S、Cl、K、Ca、Ti、

Cr、Mn、Fe、Cu、Zn、Br、Rb、Sr 及び Pb の 19 元素である。 

 

4.3 調査結果と考察 

(1) 葉付着粒子の形態と元素組成 

今里交差点の街路樹と城南公園の植栽樹から採取した葉の表面に付着した粒子

の形態観察した結果、特徴的な粒子形態を図 4.3.1（今里交差点）、図 4.3.2（城

南公園）に示す。今里交差点における街路樹のケヤキとクスノキの葉表面から

は、元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体の他、Mg・Al・Si 主体、Al・Si

主体及び Al 主体のキュービック粒子と凝集粒子が確認された。城南公園のイチョ

ウとソメイヨシノの葉表面からは、今里交差点のケヤキとクスノキの葉表面で確

認された元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体、Al・Si 主体のキュービッ

ク粒子と凝集粒子の他、K・Ca 主体と Al・Si・Fe 主体のキュービック粒子及び凝

集粒子が観察された。 

葉表面の付着粒子について、葉の採取時期及び採取地点の比較をすると、採取

時期では今里交差点、城南公園とも元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体

は春季＜夏季＜秋季の順に観察数が増加する傾向がみられ、特に城南公園のソメ

イヨシノは顕著である。一方、Al・Si などを主体したキュービック粒子及びその

凝集粒子は採取時期による違いはなかった。また、葉の採取地点による付着粒子

の違いもなかった。 

葉表面の付着粒子は、葉表面への付着と降雨などによる脱離を繰り返している

と推定される。したがって、付着粒子は葉の採取時期よりは葉の採取までの天候
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に左右されると推定される。元素状炭素粒子の場合、キュービック粒子と異なり

春季＜夏季＜秋季の順に観察数が増加する傾向がみられる要因の一つとして粒子

径が小さく、葉表面から比較的脱離しにくいことによると推定される。 

2013 年８月に今里交差点に設置されている自排局と城南公園に近接している一

般局の国設大阪局でフィルタに大気中浮遊粒子を捕集し、SEM-EDX により粒子の

形態観察を行っている。この粒子の形態観察結果 18）と葉表面の付着粒子の形態観

察結果を比較すると、ほぼ同じであった。このことは、葉表面に付着する粒子が

周囲の大気環境を反映していることを意味する。 
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図 4.3.1 今里交差点街路樹の葉表面における付着粒子の特徴的な SEM 画像 

ケヤキの葉の付着粒子 クスノキの葉の付着粒子 

Mg・Al・Si 主体の凝集キュービック粒子と元素

状炭素主体凝集粒子（2013 年 4 月 22 日採取葉）

元素状炭素主体凝集粒子  
（2013 年 8 月 27 日採取葉） 

Al・Si 主体の凝集キュービック粒子  
（2013 年 11 月 14 日採取葉） 

Al・Si 主体のキュービック粒子  
（2013 年 4 月 22 日採取葉） 

Al 主体の凝集キュービック粒子  
（2013 年 8 月 27 日採取葉） 

元素状炭素主体凝集粒子と Si 主体のキュービッ

ク粒子（2013 年 11 月 14 日採取葉） 
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図 4.3.2 城南公園植栽樹の葉表面における付着粒子の特徴的な SEM 画像 

 

イチョウの葉の付着粒子 ソメイヨシノの葉の付着粒子 

K・Ca 主体のキュービック粒子と元素状炭素主

体凝集粒子（2013 年 4 月 22 日採取葉） 
Al・Si 主体の凝集キュービック粒子  

（2013 年 4 月 22 日採取葉） 

Al・Si 主体の凝集キュービック粒子  
（2013 年 8 月 27 日採取葉） 

Al・Si・Fe 主体の凝集キュービック粒子と元素

状炭素主体凝集粒子（2013 年 8 月 27 日採取葉）

Al・Si 主体の凝集キュービック粒子と元素状炭

素主体凝集粒子（2013 年 11 月 14 日採取葉） 
元素状炭素主体凝集粒子  

（2013 年 11 月 14 日採取葉） 
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(2) 葉の元素マップ 

今里交差点におけるマイクロ PIXE 分析装置による元素マップ分析は、Na、Mg、

Al、Si、P、S、Cl、K、Ca、Ti、Cr、Mn、Fe、Cu、Zn、Br、Rb、Sr 及び Pb の 19 元

素を対象に行った。 

Mg、Al、P、S、Cl、K、Ca、Si、Ti、Mn 及び Fe については明瞭な元素のマップ

が得られた。Al、Si、Mn 及び Fe の元素マップでは斑点がみられ、Si、Mn 及び Fe

は斑点が顕著である（図 4.3.3）。この斑点は葉表面に付着した粒子が集積したこ

とによると推定されている 19）。葉の採取時期を比較すると、秋季が他の季節に比

べて明らかに斑点が多く、濃度を示す強度（青色＜黄色＜赤色の順に強度は強い）

が強く、元素の蓄積が認められる。 

城南公園のイチョウ葉の元素マップでは、ケヤキ葉で明瞭な元素のマップが得

られた Mg、Al、P、S、Cl、K、Ca、Si、Ti、Mn 及び Fe に加えて Cu も明瞭なマッ

プであった。イチョウ葉では、ケヤキ葉でみられた斑点が殆どなく、Siと Feで確

認できる程度であった（図 4.3.4）。イチョウ葉の SEM-EDX による葉表面の粒子の

形態観察では、Al・Si 主体のキュービック粒子と凝集粒子が多数確認されてい

る。しかし、このキュービック粒子と凝集粒子がケヤキ葉のように Si マップの斑

点として現れてはいない。 

イチョウ葉に付着した Al・Si 主体のキュービック粒子の粒径サイズは、ケヤキ

葉に付着している粒子の粒径よりも小さく 2～3μm の粒子が占めている。マイク

ロ PIXE 分析装置のプロトンビームは１×１μm のサイズであることから、粒径 2

～3μm の粒子ではその集積度が高くなければ、斑点を示す元素マップは得られに

くいと考える。こうしたことから、イチョウ葉の元素マップにはケヤキ葉のよう

に斑点が現れなかったと推定される。 
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図 4.3.3 今里交差点のケヤキ葉のマイクロ PIXE 分析装置による元素マップ 

2013 年 11 月 14 日採取葉 

2013 年 8 月 27 日採取葉 

2013 年 4 月 22 日採取葉 

Si

Si

Mn

Mn

Fe

Fe

FeMnSi
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図 4.3.4 城南公園のイチョウ葉のマイクロ PIXE 分析装置による元素マップ 

2013 年 11 月 14 日採取葉 

2013 年 8 月 27 日採取葉 

2013 年 4 月 22 日採取葉 

Si Mn Fe

Si FeMn

Mn FeSi
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(3) 葉付着粒子の特徴 

今里交差点の街路樹の葉表面には、元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合

体の他、Mg・Al・Si 主体、Al・Si 主体及び Al 主体のキュービック粒子と凝集粒

子の付着が確認され、城南公園の植栽樹の葉表面からは、今里交差点で確認され

た粒子以外に、K・Ca 主体と Al・Si・Fe 主体のキュービック粒子及び凝集粒子が

観察されている。 

これらの粒子は、2013 年 8 月に今里交差点に設置されている自排局と、城南公

園に近接している一般局の国設大阪局において、フィルタ上に捕集した大気中浮

遊粒子の形態 18）とほぼ同じであることから、元素状炭素の凝集粒子はディーゼル

車から排出されるディーゼル排気粒子（DEP）が主体的と推定される。Al・Si など

のミネラル成分を主体としたキュービック粒子及び凝集粒子は、形態及び元素組

成からして土壌由来の粒子と推定されるが、今里交差点付近には裸地はないこと

から、道路面に堆積した粉じんと推定される。したがって、今里交差点の街路樹

の葉表面に付着したミネラル成分を主体としたキュービック粒子及び凝集粒子

は、自動車走行や風に巻き上げられた道路粉じんと考えられる。城南公園の場合

には、公園内は微細な砂を含む土壌で覆われており、それらが風に巻き上げられ

て植栽樹の葉表面に付着したと推測される。城南公園のミネラル成分を主体とし

たキュービック粒子の粒子サイズは、今里交差点のキュービック粒子の粒子サイ

ズと異なることから、道路粉じんが含まれている可能性は低いと推定される。 

 

4.4 結 言 

本研究で得られた知見をまとめると、以下のとおりである。 

1) 今里交差点における街路樹のケアキとクスノキの葉表面からは、元素状炭素の

凝集粒子とその凝集及び集合体の他、Mg・Al・Si 主体、Al・Si 主体及び Al 主

体のキュービック粒子と凝集粒子が確認された。城南公園のイチョウとソメイ

ヨシノの葉表面からは、今里交差点のケアキとクスノキの葉表面で確認された

元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体、Al・Si 主体のキュービック粒子

と凝集粒子の他、K・Ca 主体と Al・Si・Fe 主体のキュービック粒子及び凝集粒

子が観察された。 

2) 今里交差点、城南公園とも元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体は、春

季＜夏季＜秋季の順に観察数が増加する傾向がみられた。一方、Al・Si などを

主体したキュービック粒子及びその凝集粒子は採取時期による違いはみあたら
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ない。葉表面の Al・Si などを主体したキュービック粒子及びその凝集粒子は、

葉表面への付着と降雨などによる脱離を繰り返していると推測される。一方、

元素状炭素粒子の場合、キュービック粒子と異なり春季＜夏季＜秋季の順に観

察数が増加する傾向がみられる要因の一つとして粒子径が小さく、葉表面から

比較的脱離しにくいことによると推察される。 

3) 今里交差点におけるケヤキ葉の元素マップ分析では、 Mg、Al、P、S、Cl、K、

Ca、Si、Ti、Mn 及び Fe については明瞭な元素のマップが得られた。Al、Si、

Mn及び Feの元素マップでは斑点がみられ、Si、Mn 及び Feは斑点が顕著である。

この斑点は葉表面に付着した粒子が集積したことによると推定されている。葉

の採取時期を比較すると、秋季は他の季節に比べて明らかに斑点が多く、元素

の蓄積が認められた。一方、城南公園のイチョウ葉の元素マップでは、ケヤキ

葉でみられた斑点が殆どなく、Si と Fe で確認できる程度であった。 

4) 今里交差点に設置されている自排局と一般局である国設大阪局においてフィ

ルタに大気中浮遊粒子を捕集し、SEM-EDX により粒子の形態観察を行っている

（第二章参照）。この粒子の形態観察結果と葉表面の付着粒子の形態観察結果

とを比較するとほぼ同じであった。このことから、元素状炭素の凝集粒子はデ

ィーゼル車から排出されるディーゼル排気粒子（DEP）が主体的と推察される。

Al・Si などのミネラル成分を主体としたキュービック粒子及び凝集粒子は、形

態及び元素組成からして土壌由来の粒子と推定されるが、今里交差点付近には

裸地はないことから、道路に堆積した粉じんと推定される。したがって、今里

交差点の街路樹の葉表面に付着したミネラル成分を主体としたキュービック粒

子及び凝集粒子は、自動車走行や風に巻き上げられた道路粉じんと考えられる。 

 

以上の結果は、葉表面に付着する粒子が沿道における大気環境を反映してい

ることを示すものであり、バイオモニタリング手法としての進展を示すものと

考える。ただし、今回行った樹木の葉表面の付着粒子の形態観察や元素マップ

の情報は、採取した樹木の葉の周辺大気環境中浮遊粒子の状況を把握する上で

十分なものと考えられるが、葉表面の付着粒子は、葉表面への付着と降雨など

による脱離を繰り返していると推測されることから、蓄積性を評価するまでに

は至っていない。 

今後の展望として、粒子または汚染物資の蓄積性を評価することが可能にな

れば、葉の採取時期と大気環境の状態がリンクし、季節的あるいは月別の大気
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環境の変化を捉えることができると考えられる。そのためには、葉中の元素存

在量の経過時間による変化などから指標となる元素を見出す研究が必要と考え

る。 
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第５章 パッシブサンプラー法によるガス状元素状水銀濃度の測定 

5.1 緒 言 

大気中の水銀は、主に、①ガス状元素状水銀：gaseous elemental mercury（以

下「GEM」という。）、②ガス状二価水銀：gaseous oxidized mercury (以下「GOM」

という。)、③粒子に吸着あるいは取り込まれた粒子状水銀：particulate bound 

mercury (以下「PBM」という。) の形態で存在していることが知られている。そ

のうち、GEM は大気中における全水銀量の 95％を占めている 1),2)。  

GEM は、GOM 及び PBM とは異なり降水による除去がされにくく、乾性沈着速度も

小さいことから大気中に長期間滞留し、放出源から地表に到達するまでに数千 km

も輸送されることがある 3),4)。また、GEM の一部は、GOM もしくは PBM に変化する。

GOMと PBMは降水等による湿性沈着や乾性沈着により大気中から除去されやすいが、

水域に沈着した Hg の一部は生体毒性の強いメチル水銀の生成に寄与する 5)。  

こうしたことから、国連環境計画 (UNEP)は、大気中 Hg の実態把握が国際的に

重要な課題であるとして、2005 年に Hg に関する Decision 23/91V を採択し、各国

に対して大気中の水銀の環境モニタリングデータの提供を求めるとともに、環境

に対する水銀の放出量及び健康リスクの低減を求めた。また、2010 年 6 月には第

25 回 UNEP 管理理事会（GC25）の決定に基づき政府間交渉委員会（INC）において

水銀に関する条約交渉が開始された 6)。  

これにより、2013 年 10 月に「水銀に関する水俣条約外交会議」が日本の熊本市

及び水俣市で開催され、水銀に関する水俣条約が全会一致で採択された。条約は

50 ヵ国が締結してから 90 日後に発効 7)することになっているが、2017 年 5 月 18

日付けで締約国数が 50ヵ国に達したため、本条約は 2017 年 8月 16 日に発効した。 

 GEM は大気中 Hg の 95％を占め、長期間大気中に滞留することからメゾスケール

の大気中の水銀濃度と長期・短期的変動を捉える上で重要な手掛かりとなる。ま

た、GEM の濃度分布から水銀の発生源ゾーンを見いだすことも可能であると考える。

メゾスケールの GEM 濃度を捉えるには、沿道を含めた都市地域や森林地域などの

多様な地域で観測する必要がある。 

日本では、大気中の水銀濃度は、1998 年度(平成 10 年度)から環境省が実施して

おり、過去 10 年の水銀濃度は概ね 0.0015～0.0025μg/m3 の範囲 8）で推移している。

沿道の調査地点は 32 地点(平成 26 年度)あるものの、都市地域の幹線道路の沿道

での測定は非常に少なく、幹線道路の交差点近傍の実態は不明である。 

GEM を測定する方法としては、一般的に珪藻土粒子等の表面に金をコーティング
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した捕集剤に GEM を捕集し、加熱脱着後に冷原子吸光分析計（cold vapor-atomic 

absorption spectrometry: CVAAS）で分析する加熱気化－金アマルガム－冷原子

吸光法（heating evaporation-gold amalgamation-cold vapor atomic absorption 

spectrometry method）9) ,10)が用いられている。この方法では捕集剤に GEM を吸着

させるために、ポンプにより大気試料を吸引する必要があり、電源供給が必須条

件である。最近、商用電源を必要とせずに乾電池によりポンプを駆動させる捕集

装置（アクティブサンプラー）が開発 11)されているが、森林地帯において観測に

用いるには困難である。それに対して、パッシブタイプの捕集装置（パッシブサ

ンプラー）12)の場合は電源を必要とせず、森林地帯や多地点で同時観測すること

も可能である。さらに、パッシブサンプラーを用いれば、道路交差点近傍の GEM

濃度について、平面・鉛直分布の観測（多点同時観測）が可能となる。 

以上のことから、メゾスケールの GEM 濃度を捉えるには、森林地域を含めた多

様な地域での観測が必要なことから、パッシブサンプラーを用いて観測するのが

適切と考える。しかし、パッシブサンプラーで測定される分析値(ng/日)は、大気

濃度（ng/m3）に換算するために係数（以下「換算係数（day/m3）」という。）が

必要である。國木ら 12) は、換算係数を得るためにパッシブサンプラーとアクティ

ブサンプラーによる並行測定を行っているが、その換算係数は示されていない。

そこで、本研究では、森林地域と幹線道路の沿道を含めた都市地域等においてパ

ッシブサンプラーを用いて観測をすると同時に、アクティブサンプラーによる測

定も実施し、換算係数についても検討を行った。 

 

5.2 調査方法 

(1) 調査地域とその概要 

調査地域は図 5.2.1 に示すとおり、八幡平（岩手県、森林地域：A 地点）、土浦

（茨城県、東京の郊外の幹線道路沿道：B 地点）、川崎（神奈川県、京浜工業地帯

の幹線道路沿道：C-1 地点と一般地域：C-2 地点）、大阪（大阪市の中心部の幹線

道路沿道 D-1 地点と一般地域 D-2 地点）の４地域７地点である。 

採取時期は、2015 年 7～8 月であり、採取地点の概要及び試料数等は表 5.2.1

に、サンプラーを取り付けた位置は図 5.2.2 に示すとおりである。 
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図 5.2.1 調査地域 

 

表 5.2.1 調査地域の概要及び採取試料数等 

調査地域 地点
試料

数 
地域属性 調査地域の概要 

八幡平 

（森林地域） 

A 7 一般地域 岩手山(標高 2038m)の麓にある自然豊

かな高原(標高 1610m) 

土浦 

（都市郊外） 

B 3 幹線道路沿道 東京の北方約 50 ㎞にある都市(茨城

県土浦市)にある国道 6 号沿道(道路

構造：切土)。日交通量は約 4 万 4 千

台、大型車混入率は 18%。 

川崎 

（工業地域） 

C-1 2 幹線道路沿道 

【臨海警察署前

交差点】 

臨海部には鉄鋼業や化学工業の工場

がある京浜工業地帯に隣接する道路

交差点。主要地方道 6 号東京大師横浜

線(産業道路)と市道 3009 号皐橋水江

町線が平面構造で交差している。産業

道路の上部に高架構造である首都高

速神奈川 1 号横羽線がある。交差点の

日交通量は約 14 万台、大型車混入率

は約 40%。 

C-2 2 一般地域 池上新町(臨港警察署前交差点)から

約 200m 離れた一般地域 

大阪 

(都市地域) 

D-1 6 幹線道路沿道 

【今里交差点】

大阪市の中央部に位置する道路交差

点。今里筋、千日前通、長堀通(国道

308 号)が交わる五叉路。交差点の日

交通量は、7 万 6 千台、大型車混入率

は約 8%。 

D-2 4 一般地域 大阪市の北部(新大阪駅周辺)に位置

するビジネス地域。試料採取は 8 階建

てビルの屋上庭園内。 
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＜A 地域：八幡平（森林地域）＞ 

 

 

 

 

＜B 地域：土浦（都市郊外の幹線道路沿道)＞ 

 

 

図 5.2.2(1) 試料の採取地点（A～B 地域） 
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＜C 地域：川崎（工業地域の幹線道路沿道【NO.1】と一般地域【NO.2】)＞ 

 

＜D 地域：大阪(都市地域の幹線道路沿道【NO.1】と一般地域【NO.2】)＞ 

 

 

図 5.2.2(2) 試料の採取地点（C～D 地域） 

No.1

No.2

№1 

№2 

D-2 

D-1 
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(2) 試料の採取及び分析方法 

GEM の採取は、國木らによって開発されたパッシブサンプラー12)と Kagaya らに

よって開発されたアクティブサンプラー11)を用いた(写真 5.2.1 参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.2.1 パッシブサンプラー及び アクティブサンプラーの仕組み 

 

パッシブサンプラーとアクティブサンプラーを用いた試料の採取時間は、大阪

の道路沿道（D-1 地点）を除いて 1 日である。大阪の道路沿道（D-1 地点）におけ

る試料の採取時間は半日である。なお、パッシブサンプラーは GEM のみが採取さ

れるのに対して、アクティブサンプラーは GEM と PBM を同時の採取することが

できるが、本研究では GEM を対象として換算係数の検討を行った。 

採取高さは、地上（約 1.5m 高さ）を基本としたが、大阪の一般環境（D-2 地点）

については、8 階建てビルの屋上（約 30m 高さ）である。 

パッシブサンプラーは大気中の GEM を測定するために、水銀の吸着材として金

でコーティングされた石英フィルター（東京ダイレック社製： 15 mmφ、 

PALLEFLEX 2500 QAT-UP）が装填されている。金のコーティング厚さは 30 nm であ

り、サンプラーの外径は 2cm、長さは 3cmである。サンプラーは２つの空洞部があ

り、それぞれに捕集フィルターが装填されている。GEM による汚染を防止するた

めに、サンプラーの材質は、酸で洗浄が可能な PTFE 製（ポリテトラフルオロエチ

Active sampler 

Filter 

Collection 

Mini pump 

5 cm 

Passive sampler

Diffusion end 

Collection 

2 cm
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レン (polytetrafluoroethylene)である。試料採取後は、パッシブサンプラーは

外気と触れないようにしっかりとパッキングした。 

アクティブサンプラーの GEM 用の捕集管は、M-160（日本インスツルメンツ株式

会社製）であり、PBM 用の石英フィルターは、東京ダイレック社製の 25 mm 、 

PALLEFLEX 2500 QAT-UP であり、フィルターホルダー(PFA-25、 ADVANTEC )に装着

されている。フィルターホルダーは、コネクターで捕集管と接続されている。捕

集管のもう一方は、ミニポンプ装置（10×16 cm）とトアロンチューブ（toalon  

tube）で接続されている。採取流量は 0.5 L/分とし、採取後は専用のケースに収

納した。 

パッシブサンプラー及びアクティブサンプラーで採取した試料は、加熱気化式

の原子吸光分析計(日本インスツルメンツ株式会社製：model MA-2000)で分析を行

った。検出限界は 0.01 ng である。 

 

5.3 調査結果と考察 

パッシブサンプラーの GEM の分析値（Exposure values）は、表 5.3.1 に示すと

おりである。表中の分析値はサンプラーの２つのフィルターによる分析値の平均

とし、サンプリング時間による差を、ng/day に規格化して示したものである。 

表 5.3.1 パッシブサンプラーの GEM の分析値 

調査地域 地点 地域属性 
試料

数 

分析値(ng/day) 

最小(Min)～ 

最大(Max) 

平均 

(Mean) 

標準偏差

(SD) 

八幡平 

（森林地域）
A 一般地域 7 0.077～0.253 0.147 0.058 

土浦 

（都市郊外）
B 幹線道路沿道 3 0.140～0.236 0.177 0.052 

川崎 

（工業地域）

C-1 幹線道路沿道 2 0.192～0.247 0.220 － 

C-2 一般地域 2 0.186～0.335 0.261 － 

大阪 

（都市地域）

D-1 幹線道路沿道 6 0.212～0.534 0.311 0.135 

D-2 一般地域 4 0.145～0.232 0.174 0.040 

 

水銀のパッシブサンプラーに関しては、硝酸塩や硫酸塩のように、分析値

(ng/day)から大気中の濃度 (ng/m3)に換算する方法が確立していないため、アクテ

ィブサンプラーによる測定値との比較が必要である。パッシブサンプラーとアク

ティブサンプラーによる並行測定は、大阪の D-1 地点及び D-2 地点で実施した（計
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10 回）。 

測定値の比較結果は図 5.3.1 に示すとおりである。比較したパッシブサンプラ

ー の測定値の範囲は 0.121～0.247 ng/day、アクティブサンプラーの測定値の範

囲は 0.600～1.068 ng/day である。 

 

y = 4.4086x
R² = 0.4268
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図 5.3.1 パッシブサンプラーのアクティブサンプラーの測定値との関係 

 

パッシブサンプラーの分析値（Pvalue）とアクティブサンプラーの測定値

（Avalue）との関係は直線性があり、R2 は 0.4268 であった。関係式は以下のとお

りである。 

 

Avalue (ng/day) = 4.4086 ×Pvalue (ng/day)      (5.1) 

 

ここで、採取流量が 0.5 L/分（0.72m3/day）であるので、アクティブサンプラ

ーの Avalue (ng/day)に 1.39 を乗ずると大気中の GEM 濃度(ng/m3)になる。したが

って、Pvalue (ng/day)に 6.13(day/m3)を乗じるとパッシブサンプラーによる GEM

濃度（PGEM ：ng/m3)が得られる。この 6.13(day/m3)がパッシブサンプラーの分析
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値から大気中の GEM 濃度に換算する係数に相当する。 

 

PGEM (ng/m3) = 6.13(day/m3) ×Pvalue (ng/day)         (5.2) 

 

分析値に換算係数を乗じて求めた大気中の GEM 濃度は、表 5.3.2 に示すとおりで

ある。 

 

表 5.3.2 パッシブサンプラーによる GEM 濃度 

調査地域 地点 地域属性 
試料

数 

GEM 濃度(ng/m3） 

最小(Min)～最大(Max) 
平均 

(Mean) 

標準偏差

（SD) 

八幡平 

（森林地域） 
A 一般地域 7 0.472～1.551 0.901 0.356 

土浦 

(都市郊外) 
B 幹線道路沿道 3 0.858～1.447 1.085 0.319 

川崎 

(工業地域) 

C-1 幹線道路沿道 2 1.177～1.514 1.349 － 

C-2 一般地域 2 1.140～2.054 1.600 － 

大阪 

（都市地域） 

D-1 幹線道路沿道 6 1.300～3.273 1.906 0.828 

D-2 一般地域 4 0.889～1.422 1.067 0.245 

 

大規模な工業地域の川崎では、幹線道路の沿道（C-1 地点）で 1.349 ng/m3、一

般地域（C-2 地点）で 1.600 ng/m3 であった。都市地域の大阪の幹線道路沿道（D-1

地点）では 1.906 ng/m3 である。都市郊外の土浦の幹線道路沿道（B 地点)では 1.085 

ng/m3 であった。 

これらの測定値と八幡平（A 地点）の測定値と比較すると、大阪の一般地域（D-2

地点）と土浦（B 地点)の測定値は、ほぼ同じ 1.2 倍であるが、川崎（C-1 地点）

や大阪（D-1 地点）の幹線道路沿道では、それぞれ 1.5～1.8 倍、2.1 倍である。 

日本の水銀のバックグラウンド濃度については、2007 年以降、環境省が辺戸岬

（沖縄：26°52'N、128°15'E）13）で観測を実施しており、2007 年から 2015 年の

年間平均 GEM 濃度は 1.5～2.2ng/m3 である。森林地域の八幡平の GEM 濃度（0.901

±0.356 ng/m3）は、辺戸岬での観測値と比較して 40～60%低くなっている。 

一方、北半球における GEM のバックグラウンド濃度 14) 15)は、1996 年ではおおよ

そ 1.7 ng/m3 であり、2009 年にはおおよそ 1.4 ng/m3 と 20%の低減をみせている。

すなわち、1996 年から 2009 年の間に北半球の GEM 濃度 0.024±0.005 ng/m3/年が

減少したとしている。この GEM の減少傾向が 2015 年まで継続されたとした場合、
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2015 年には 1.25 ng/m3 となる。また、2009 年の南半球における GEM 濃度 14) 15)は

おおよそ 0.9 ng/m3 であり、南半球の減少率（0.034±0.005 ng/m3/年）から 2015

年の値を求めると 0.7 ng/m3 になる。森林地域の八幡平（A 地点）での測定値(0.901

±0.356 ng/m3)は、北半球と南半球の平均値とほぼ同じ程度である。 

また、環境省の平成 26 年度のモニタリング調査結果 8)によると、沿道 34 地点の

大気中の水銀濃度（全水銀：THg）は、1.2～2.8 ng/m3 である。全水銀（THg）は、

GEM に加えて GOM と PBM を含むため、本研究で得られた GEM 濃度と直接比べること

はできないが、GEM は大気中における全水銀量の 95％を占めていること 1),2)を考

えると、本調査結果は、環境省の平成 26 年度のモニタリング調査結果よりやや小

さい値となっている。 

 

5.4 結 言 

メゾスケールの大気中 GEM 濃度の分布を捉えるファーストステップとして、幹

線道路沿道を含めた都市地域、工業地域、都市郊外と森林地域での GEM 濃度の違

いをみるために、パッシブサンプラーを用いて観測をした。また、パッシブサン

プラーの測定に加えてアクティブサンプラーによる測定も実施し、これらの測定

値を比較し、換算係数を算出した。得られた知見は以下のとおりである。 

1) パッシブサンプラーとアクティブサンプラーの測定値には直線的な関係が

あり、パッシブサンプラーの分析値(ng/day)に 6.13 を乗じると大気中の GEM

濃度(ng/m3)が得られることが分かった。 

2) 森林地域の八幡平（A 地点）での測定値は 0.901±0.356 ng/m3 で、この値は

環境省が日本のバックグラウンド濃度として辺戸岬で観測している GEM 濃度

より小さく、北半球と南半球 における GEM のバックグラウンド濃度の平均

値とほぼ同じであった。 

3) 都市郊外の土浦の幹線道路の沿道（B 地点）では、1.085 ng/m3 であった。都

市地域である大阪における GEM 濃度は、幹線道路の沿道（D-1 地点）で 1.906

±0.828 ng/m3、一般地域（D-2 地点）で 1.067±0.245 ng/m3 であった。大規

模な工業地域の川崎では、幹線道路の沿道（C-1 地点）で 1.349 ng/m3、一般

地域（C-2 地点）で 1.600 ng/m3 であった。 

4) これらの都市地域の測定値と森林地域の八幡平の測定値と比較すると、八幡

平の測定値は大阪の一般地域と土浦の測定値とほぼ同じであるが、川崎（幹
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線道路の沿道、一般地域）や大阪の幹線道路の沿道は、それぞれ八幡平の 1.5

～1.8 倍、2.1 倍である。 

5) 本調査結果は、環境省の平成 26 年度のモニタリング調査結果よりやや小さ

い値となっており、今後のデータを蓄積しての検討が必要である。 

 

今後の展望としては、測定時期を変えるなど、多様なパッシブとアクティブに

よる GEM の観測データをさらに収集し、硫酸塩や硝酸塩等のガス状物質のよう

に、GEM でもパッシブサンプラーの分析値 (ng/day)から大気中の GEM 濃度(ng/m3)

に換算する手法が確立すれば、パッシブサンプラーによる測定値の信頼性が向上

し、森林地域などアクティブサンプラーで容易に測定することのできない地域

や、道路交差点近傍の平面・鉛直濃度の多点同時観測が可能となり、大気中 GEM

の濃度分布の把握に寄与するものと考える。 



 

 87

参考文献 

 

1) Lindqvist O. and Rodhe H.;Atmospheric mercury―a review. Tellus 37B, 

136-159,1985 

2) Lindqvist O., Johansson K., Bringmark L., Timm B., Aastrup M., Andersson 

A., Hovsenius G., H kanson L., Iverfeldt  ., Meili M. and Iess A. :Mercury 

in the Swedish environment―Recent research on causes, consequences and 

corrective methods. Water, Air, and Soil Pollution 55, xi-261,1991 

3) Lindberg S.E. and Stratton W.J. ;Atmospheric mercury speciation: 

Concentrations and behavior of reactive gaseous mercury in ambient air. 

Environmental Science and Technology 32, 49-57, 1998 

4) Shia R.-L., Seigneur C., Pai P., Ko M. and Sze N.D.: Global simulation 

of atmospheric mercury concentrations and deposition fluxes. Journal of 

Geophysical Research: Atmospheres 104, 23747-23760,1999 

5) Schroeder W. and Munthe J. :Atmospheric mercury―An overview. Atmospheric 

Environment 32, 809-822, 1998 

6) UNEP; OVERARCHING FRAMEWORK UNEP GLOBAL MERCURY PARTNERSHIP,(2009) 

7) 環境省;水銀に関する水俣条約の概要, 

<http://www.env.go.jp/chemi/tmms/convention.html>,(参照2015.11.20) 

8) 環境省; 有害大気汚染物質モニタリング調査結果，<http://www.env.go.jp/ 

air/osen/monitoring>, (参照2017.1.11) 

9) 福崎紀夫,市川義夫;大気中の粒子状水銀測定法,分析化学,33,4,178－182, 

1984 

10) 丸本幸治,坂田昌弘;大気中の水銀に関する研究の現状地球化学,34,2,59-75, 

2000 

11) Kagaya S., Amatani M., Nagai T., Tohda K. and Kawakami T.;A simple method 

for determination of gaseous and particulate mercury in atmosphere. 

Journal of Ecotechnology Research 13,241,2007 

12) 國木里加,川上智規,加賀谷重浩,井上隆信,Elvince Rosana,永淵修;大気中の

水銀濃度の測定-パッシブサンプラーの開発-，環境工学研究,46,355-359,2009 

13) Ministry of the Environment, Japan, FY2014 result on background 

monitoring survey for atmospheric mercury concentration, 



 

 88

<https://www.env.go.jp/en/chemi/mercury/bms.html> (accessed January 

2017.01.25) 

14) Slemr F., Brunke E.-G., Ebinghaus R., Temme C., Munthe J., W ngbrg I., 

Schroeder W., Steffen A., and Berg T.;Worldwide trend of atmospheric 

mercury since 1977. GEOPHYSICAL RESEARCH LETTERS 30, 23-1-23-4,2003 

15) Slemr F., Brunke E.-G., Ebinghaus R. and Kuss J. ;Worldwide trend of 

atmospheric mercury since 1995. Atmos. Chem. Phys. 11, 4779-4787,2011 

 

 

 

 



  
 

89

第６章 結 論 

 

自動車の排出ガス規制の実施や自動車 NOX・PM 法 1)の施行により、沿道における

NO2 及び SPM による大気汚染は改善されてきたが、都市部の幹線道路の交差点では、

NO2 及び PM2.5 の環境基準は達成されていない。中央環境審議会は、交差点近傍で

NO2の環境基準を超過する地点が 2020年度時点で 135地点残ると予測 2)しており、

都市部の道路交差点近傍においては、NO2 を対象とした局地汚染対策が求められて

いる。また、PM2.5 については、その成分組成と粒子形態を含めた実態を把握する

ことが効果的な対策を講じる上で必要とされている 2) 。大気中水銀に関しては、

実態把握が国際的に重要な課題であるとして、2013 年 10 月に熊本市及び水俣市で

開催された「水銀に関する水俣条約外交会議」において、包括的な水銀抑制が討

論され「水銀に関する水俣条約」が決定された。環境省によると、自動車の燃料

中のガソリンや軽油から大気中に水銀が放出されており、その量は平成 22 年度ベ

ースで 0.07 t/年と推定 4)している。しかし、都市部の幹線道路沿道での水銀のモ

ニタリング地点は少ないため、局地汚染が発生している幹線道路の交差点近傍に

おける水銀濃度の現状把握が必要となっている。測定には、ポンプにより大気試

料を吸引する電源が必要であり、電源設備のない森林地帯や多地点で同時観測す

ることも難しいものとなっている。 

本研究では、 

①   NOX を除去する対策として、幹線道路の交差点近傍の道路敷地内で適応で

き、施工後の維持管理費が高額にならない技術・方法を確立させること。 

② PM2.5 については、今後、効果的な環境改善対策が検討できるように、道路交

差点における大気粒子の特徴を把握する必要があるため、新しい視点として

街路樹の葉に付着した粒子の形態観察と大気中の浮遊粒子の化学成分とを調

査し、大気粒子の特徴を把握すること。 

②  水銀に関する水俣条約をきっかけに大気中の水銀濃度が注目されているが、

幹線道路の交差点での観測例がないため、大気粒子の特徴を把握するための

調査と同じ道路交差点を対象に、電源がない箇所でもサンプリングが可能な

新しい方法(パッシブ法)を評価すること。 

を目的とした。 

 各章の内容は、以下のとおりである。 
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第１章では、「1.1 研究の背景」、「1.2 道路交差点における局地汚染対策の現状」、

「1.3 本研究の目的」について述べるとともに、本研究の方向性を明らかにして、

「1.4 本論文の構成」を示した。 

 

第２章では、高濃度の NO2 が観測されている箇所を対象とした対策検討及びその

効果の検証を目的として実施した調査結果から得られた知見は、以下に示すとお

りである。 

1) ACF の NO2 浄化性能は既存研究で実証されているが、その構造をスリットにす

ることで NO2 及び NO の浄化性能が向上し、ユニット化で施工性も向上した。 

2)  ACF ユニットの浄化性能の室内試験結果（ユニットを通過した大気中の NOx

除去率）は、NO2 で 95％、NO で 20～25％である。屋外試験結果は、上記の結

果よりやや小さく、NO2 で 84％、NO で 19％であった。 

3) ACF ユニットの NOX 除去量は、屋外試験結果によると、1.4g/m2/日であった。

この調査は比較的濃度の低い時期に実施したものであり、高濃度出現時期で

は、上記数値以上の浄化性能が期待される。 

4) ACF ユニットの ACF フェルトの厚さを 7mm から 5mm にし、ACF ユニットに収納

する ACF フェルトを 35 枚から 40 枚に増やすと、NOｘ除去量（NO と NO2 の合計）

は、約 25％向上することが分かった。 

5) 市岡元町 3 丁目交差点改良工事後の NO2 濃度は、改良工事前に比べて最大で

6ppb 低減していた。特に、渋滞が大幅に改善した交差点流入部での低減が大

きい。交差点改良後の背後地の NO2 濃度は、改良前に比べて 1～2ppb 程度低減

しているが、それを考慮しても NO2 の低減濃度は 4～5ppb と大きい。 

6)  交差点の構造改良及び ACF フェンスによる局地汚染対策効果を大型車の削減

台数で表すと、約 2,000 台の削減効果に相当すると推定した。 

7) ACF ユニットを降雨による浄化が期待できる場所に設置した場合には、大気浄

化性能は長期間維持されると考えられた。 

 

第３章では、大阪市市街地の道路交差点（今里交差点局）とその周辺（国設大

阪局）で捕集した大気中浮遊粒子化学成分と粒子形態の分析を行い、道路交差点

における大気粒子の特徴について述べた。本研究で得られた知見をまとめると、

以下のとおりである。 

1) 大気中浮遊粒子の質量に対する炭素成分、無機イオン成分、元素成分の割合
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は、今里交差点局では 26.9％、25.8％、19.9％、国設大阪局では 31.3％、28.4％、

18.4％と両者にほとんど違いはみられない。 

2) 炭素成分については、今里交差点局の方が国設大阪局より OC、EC とも 1.7 倍

となっていた。TC（OC+EC）に対する EC の比率（EC/TC 比）は、今里交差点局、

国設大阪局とも 0.37 であった。長谷川ら 4)によると、沿道の EC/TC 比 0.5 以

上、一般都市環境と郊外では 0.32～0.49 であったとしている。国設大阪局の

EC/TC 比は一般都市環境に対応しているが、今里交差点局のそれは沿道の比よ

り低くなっている。その要因として、大型車混入率が 7～10％と低いことによ

る可能性が考えられた。 

3) 無機イオン成分については、今里交差点局及び国設大阪局の大気中浮遊粒子

の形成要素、つまり発生源にはほとんど違いはないと考える。しかし、ディー

ゼルエンジンオイル由来粒子である PO43－については、今里交差点局からしか

検出されなかったことから、今里交差点局の大気中浮遊粒子には国設大阪局の

それよりもディーゼル排気粒子（DEP）の影響が大きいと推察された。 

4) 元素成分については、今里交差点局及び国設大阪局ともに、主要元素は Na、

Mg、Al、Si、K、Ca、Fe、Zn であった。今里交差点局と国設大阪局の質量濃度

比 1.95 よりも明らかに高い濃度比の元素のうち、Ba は BaSO4 として Zr とと

もに、自動車ブレーキパットの摩擦調整剤の材料に用いられている。この他、

Al2O3（アルミナ）、CaCO3 も摩擦調整剤の材料となっている。こうしたことか

ら、今里交差点局の大気中浮遊粒子には自動車ブレーキ由来の粒子が含まれて

いると考えられた。 

5) 粒子形態については、今里交差点局の大気中浮遊粒子からは、元素状炭素主

体凝集粒子の集合体、Si・Ca 主体のキュービック粒子及び凝集したキュービ

ック粒子、Al 主体の凝集したキュービック粒子の他、Si 主体の小球体が検出

された。また、元素状炭素の凝縮粒子が多数みられた。一方、国設大阪局の大

気中浮遊粒子からは、元素状炭素主体凝集粒子の集合体、Si・Ca 主体のキュ

ービック粒子及び凝集したキュービック粒子、元素状炭素の凝縮粒子の他、

Mg・Al・Si 主体の凝集したキュービック粒子、元素状炭素の粒子も確認され

た。元素状炭素主体凝集粒子の集合体と類似したものが、大型ディーゼル車が

卓越する沿道環境及び都市環境中の超微小粒子から検出されており、DEP と同

定されている 5),6)ことから、元素状炭素主体凝集粒子の集合体は DEP である可

能性が高いと推定された。Al 主体の凝集したキュービック粒子は、EDX 分析の
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結果ではアルミナと推定されることから、自動車ブレーキ由来粒子の可能性が

高いと考えられた。 

6) 今里交差点局及び国設大阪局の大気中浮遊粒子は、ミネラル成分を主体とし

たキュービック粒子及び DEP に加えて、元素状炭素粒子及びその凝縮が主体的

であると考えられた。今里交差点局の大気中浮遊粒子には、これらの粒子に自

動車ブレーキ由来の粒子が加わっていると推察された。 

 

第４章では、今里交差点の街路樹とその背後地である城南公園の植栽樹に着目

し、葉表面に付着した粒子のエネルギー分散型 X 線付き走査型電子顕微鏡

（SEM-EDX）による形態的分析結果と、マイクロ PIXE（Particle Induced X-ray 

Emission、 粒子線励起 X 線）分析装置を用いての葉の元素組成及びその分布（元

素マップ）から、沿道における大気中浮遊粒子の特徴を述べた。本研究で得られ

た知見をまとめると、以下のとおりである。 

1) 今里交差点における街路樹のケアキとクスノキの葉表面からは、元素状炭素の

凝集粒子とその凝集及び集合体の他、Mg・Al・Si 主体、Al・Si 主体及び Al 主

体のキュービック粒子と凝集粒子が確認された。城南公園のイチョウとソメイ

ヨシノの葉表面からは、今里交差点のケアキとクスノキの葉表面で確認された

元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体、Al・Si 主体のキュービック粒子

と凝集粒子の他、K・Ca 主体と Al・Si・Fe 主体のキュービック粒子及び凝集粒

子が観察された。 

2) 今里交差点、城南公園とも元素状炭素の凝集粒子とその凝集及び集合体は、春

季＜夏季＜秋季の順に観察数が増加する傾向がみられた。一方、Al・Si などを

主体したキュービック粒子及びその凝集粒子は採取時期による違いはみあたら

ない。葉表面の Al・Si などを主体したキュービック粒子及びその凝集粒子は、

葉表面への付着と降雨などによる脱離を繰り返していると推測された。一方、

元素状炭素粒子の場合、キュービック粒子と異なり春季＜夏季＜秋季の順に観

察数が増加する傾向がみられる要因の一つとして粒子径が小さく、葉表面から

比較的脱離しにくいことによると推察された。 

3) 今里交差点におけるケヤキ葉の元素マップ分析では、 Mg、Al、P、S、Cl、K、

Ca、Si、Ti、Mn 及び Fe については明瞭な元素のマップが得られた。Al、Si、

Mn 及び Fe の元素マップでは斑点がみられ、Si、Mn 及び Fe は斑点が顕著であっ

た。この斑点は葉表面に付着した粒子が集積したことによると推定されている。
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葉の採取時期を比較すると、秋季は他の季節に比べて明らかに斑点が多く、元

素の蓄積が認められた。一方、城南公園のイチョウ葉の元素マップでは、ケヤ

キ葉でみられた斑点が殆どなく、Si と Fe で確認できる程度であった。 

4) 今里交差点に設置されている自排局と一般局である国設大阪局においてフィ

ルタに捕集した大気中浮遊粒子の形態観察結果と葉表面の付着粒子の形態観察

結果とを比較するとほぼ同じであった。このことから、元素状炭素の凝集粒子

はディーゼル車から排出されるディーゼル排気粒子（DEP）が主体的と推察され

た。Al・Si などのミネラル成分を主体としたキュービック粒子及び凝集粒子は、

形態及び元素組成からして土壌由来の粒子と推定されるが、今里交差点付近に

は裸地はないため、道路に堆積した粉じんと推定された。したがって、今里交

差点の街路樹の葉表面に付着したミネラル成分を主体としたキュービック粒子

及び凝集粒子は、自動車走行や風に巻き上げられた道路粉じんと考えられた。 

5) 樹木の葉表面の付着粒子の形態観察や元素マップの情報は、採取した樹木の葉

の周辺大気環境中浮遊粒子の状況を把握する上で十分なものと考えられるが、

葉表面の付着粒子は葉表面への付着と降雨などによる脱離を繰り返していると

推測されることから、蓄積性を評価するまでには至っていない。今後の展開と

して、粒子または汚染物資の蓄積性を評価することが可能になれば、葉の採取

時期と大気環境の状態がリンクし、季節的あるいは月別の大気環境の変化を捉

えることができるものと考えられる。 

 

 第５章では、幹線道路沿道を含めた都市地域、工業地域、都市郊外及び森林地

域での GEM 濃度の違いをみるために、パッシブサンプラーを用いて観測をした。

また、パッシブサンプラーの測定に加えてアクティブサンプラーによる測定も実

施し、これらの測定値を比較し、換算係数を算出した。本研究で得られた知見を

まとめると、以下のとおりである。 

1) パッシブサンプラーとアクティブサンプラーの測定値には直線的な関係があ

り、パッシブサンプラーの分析値(ng/day)に換算係数 6.13(day /m3)を乗じる

と大気中の GEM 濃度(ng/m3)が得られることが分かった。 

2) 森林地域の八幡平（A 地点）での測定値は 0.901±0.356 ng/m3 で、この値は環

境省が日本のバックグラウンド濃度として辺戸岬で観測している GEM 濃度より

小さく、北半球と南半球 における GEM のバックグラウンド濃度の平均値とほ

ぼ同じであった。 
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3) 都市郊外の土浦の幹線道路の沿道（B 地点）では、1.085 ng/m3 であった。都市

地域である大阪における GEM 濃度は、幹線道路の沿道（D-1 地点）で 1.906±

0.828 ng/m3、一般地域（D-2 地点）で 1.067±0.245 ng/m3 であった。大規模な

工業地域の川崎では、幹線道路の沿道（C-1 地点）で 1.349 ng/m3、一般地域（C-2

地点）で 1.600 ng/m3 であった。 

4) これらの都市地域の測定値と森林地域の八幡平の測定値と比較すると、八幡平

の測定値は大阪の一般地域と土浦の測定値とほぼ同じであるが、川崎（幹線道

路の沿道、一般地域）や大阪の幹線道路の沿道は、それぞれ八幡平の 1.5～1.8

倍、2.1 倍である。 

5) 本調査結果は、環境省の平成 26 年度のモニタリング調査結果よりやや小さい

値となっており、今後、データを蓄積してその要因の検討が必要である。 

 

 本研究では、道路交差点における大気中浮遊粒子の特徴について、物理・化学

的な特徴と自動車走行に伴う指標元素も明らかにした。また、街路樹の葉表面に

付着している粒子の元素組成、形態の面からもアプローチし、大気中の水銀にも

触れた。 

本論文の内容は、交差点における大気中浮遊粒子の対策にもなりうる窒素酸化

物の削減対策の検証をも含んだ総合的なもので、道路交差点を中心とした沿道に

おける大気環境対策に資するものと考える。また、窒素酸化物の浄化に有用な ACF

に関しては、ACF の構造がポーラスポールであることから粒子を吸着している可能

性が考えられる。こうした点を考慮して粒子影響と除去性能に着目した ACF の大

気浄化試験を計画する必要性もあると考えられる。 

 本研究に用いた計測・分析技術は、現在においても最新の技術であり、同じ手

法を用いて大気中浮遊粒子を捕集し、特に元素分析や粒子形態を観察することに

より自動車走行に伴う影響の程度や影響の経時変化を捉えることが可能になると

考える。ここで重要なのは、自動車走行に伴う指標元素が経時的に評価対象にな

りうるかなどの検討が必要と考える。また、街路樹のみならず山岳地域における

樹木の葉表面に付着する粒子の元素組成、粒子形態を把握することにより、都市

地域と大気が清浄な地域での浮遊粒子の特徴の違いや経時的な粒子特徴を捉える

ことが可能になると考える。 

葉表面に付着する粒子を対象にしたモニタリングはバイオモニタリングと呼ば

れており、このモニタリング手法は自動測定装置によるモニタリングを補完する
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ものとして、特に欧米において期待されている。さらに、水銀のパッシブサンプ

ラーによる測定技術を用いることにより、アクティブサンプラーで容易に測定す

ることのできない地域や道路交差点近傍の平面・鉛直分布の観測が進み、大気中

における水銀の詳細な濃度分布の把握が可能になると考える。 

本研究で得られた知見や測定技術が多くの研究者や技術者に展開されることに

よって測定データが蓄積され、多面的な大気環境対策に寄与するものと考える。 
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